
第 4回肝炎対策推進協議会

議 事 次 第

日  時 平成22年 10月 25日 (月 )
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場  所 共用第 7会議室 (5階 )

中央合同庁舎第 5号館
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肝炎対策の推進に関する基本的な指針 (案)

i              l  .  :    1平 成oo年OσttiDO日

目次      :        | ‐

第1 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な1右口 |   ‐  | ‐  
″ ‐

第2 肝炎の1予防のための施策に関する事項■ |    |
第3 "炎機金の実施体制農む様■熊

"1向

上に関する事項
.第 4 肝費匡療を提供する体制め確保!1関する事項‐ _   |. :  

‐

第二 諄員あ予
"及

び絆炎饉彙l=関する人材め青成に関する事項        |
第6 肝炎に関する調査及び研究1=1関する事項 ■

.        ‐

第7 肝炎医療めためのF薬品の研究

"■

の推進に関する事項

第8 肝炎に関する啓発‐及び知識の1普及並びに
「
炎患者等の人権の専革に関する事項

第9 その他詳炎対崇の推進に1関する.重要事項   .

肝炎とは、肝臓の細胞が破壊されていう状態であり、そ:の原因はtウイルス性、ア

ルコ∵ル性、自己免疫性等に分類され、多様であるもしかも募ギも達」■2上コlヽ 我が国

では、肝炎患者のうLB型肝炎クイル不スはC型肝炎ウイルス (以1下「肝炎ウイル型
|

染に起因する肝炎春者が大きな割合を占めて

に係る量策が喫緊の課題となつてぃる■    | ||      ‐

11:|:||::::|::;::||:l:|:|::||||:i:||||||li!:|:||::||||:|:llll:|:il1111!:||:||:||||||||:||||li:|||::|'ll:::|li:二 |||111:|:|:|:'||111111:liill::|||||||||::||:::illll:111111::lill:|::|:||  

「
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疾患診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」

を 測自 め
:て
き
‐
プt=。 |           |

さらに、研究分野に関しては、平成旱
01

‐ ‐

い う n)`)

を必要とする.者 |ヒ適切に麻炎医療な提供していくためにはlt.いまだ解決すべき課題が

多い。また、肝炎ウイルスの感染経路等に
1

肝炎ウイルス検査を受検する必要性に関す

肝炎ウイルスーに持続感染している者 (以下



第1「炎の予防凛び
"条

颯療の推進の基本的な.方向
(1)基本的な考え方 |             ‐

肝炎は、適切|な治琴を行わないまま放置すると慢性化し、
たより重符な疾病症盤に進行するおそれがある|こめたあ、

肝硬変宝■肝がんといら

異撼f響棚略り暉ユダ率現酔彙基華白0ぃ」:肝炎患者等■とぃぅ註二が生活する中■
腱■かわることとなるすべての関係者が肝炎に対する係る理解を深め、これらの関係
者の協力の下、肝炎患者等が安心して生活できる環境づくりに取り組むことが必要で
ある:       | ‐       |
ま■、肝炎対策         はtF炎昼者等を含めた国民の視点に立ちt菌
民や関係者の理解、協力を得て、肝炎患煮篭を含む関係者が二盗=丸となってェ連携
して対策を進めるすることが重要であるよ

(54)肝 1lF関する正しい知盤の更なる普凛啓発             ‐
肝炎ウイルネ4廉■畢談リイル利日をョハ与t■は、感

染しても自覚症状に乏しぃことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識してい
|そも、感染者が早急な浩療の必要性を認識|レにくい

`こ
のたり、国民一人一人が自身

の1肝本ウィ″スの感染状況を認識tt肝炎についての係る
=し
い知識を持つよう、更

なる普及啓発に取り組む必要がある。

事らには,肝炎患者等に対する4A― 不当な差別を解消し、また、感染経
肇について,知識不星による新規たな感染を予防するためにも1月干炎についての係る
正しい知識の普及が必要である:  |‐

2

「 (2こ)詳炎ら″ルス検査の吏去乞腱進



肝炎ウイノンスの感染については、感染経路が様 で々あ:り tl偶共の過去の生活に基ゴ

き個人のお事る感染リスクの有無を判断するこ・||い困難でゎる:この:ためこ■から、
肝炎ウイルス検査の受検機会を広く1提供し、すべての国民キ→子が、少な―く―とも■回

:

は肝炎ウイルス検査を重検立五受導ることが可聾な体制を整備し、受検の勧奨を行う

ことが必要である。

(■4)適切な肝炎曝療の推進
炎1患者等の健康保持のためには、

個々の状況に応じた適切な治療を受けることが重要であるも

肝炎患者等に対し、病態に応じた手る適切な1医療|を提供するためには、専門的な

知識や経験が必要であるため、`個々の肝炎昼者等はt肝炎医療,治療を専Fョ とす:る
医療機関 (以下「専門医療機関」という:)において治療方針の決定を受けることが

1望ましい。            ■                  ,
また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、継続して適

切な治療を受けることが必要である。

このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎医療を受けられるよ

う、         地域の特性に応じた肝炎診療体制の整備の促進に向けた取
組を進める必要がある。
また、肝炎ウイルスをの排除主る又はその増殖を抑制する抗ウイルス療■ (肝炎

の根治目的で行うインターフェロン治療及びBI型肝炎の核酸アナログ製剤治療をL
う。以下同じ8)については、肝硬変や肝がんといつたtよ り重篤な病態ヽの進行を

予防し、又は遅らせることが可能であり、また、ウイルス量が低減することにより

二次感染の予防につながるという側面があるここの|た,めことから、1引き続き、抗ウ

イルス療法に対する経済的支援に、駆り組み、その効果を検証していく■必要がある:

(65)肝炎患者等及びその家族笠に対する相談支援や情報提供の充実
肝炎患者等及びその家族笠の多くはt,夕4ル昇性肝炎が肝硬変や肝がルというた、
より重篤な病態べ進行することに対する将来的な不安を抱えている:また、治療に

おける副作用等、治療開始前及び治療中において、精神:的な負担に直面することも

多い。この
iた
め       、1        肝炎患者等及びその家族笠の不

安や精神的負担の軽減に資する.ため、肝炎患者等及びその家族笠ヽの相談率援を行

う必要がある8          .      |
また、肝炎患者等が その家族笠を含む国民の拠点暑線に立|た千‐分かりゃ
すい情報提供について       、取組1を1強化主五准めてい4必要がある。

(■0)肝炎医療をはじめとする研究の総合的な推進
肝炎は国‐内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変主

「

肝がんといつた

重‐篤な病態に進行する。このため、肝姿のみ暮らげ■拝姿中ら進行した肝硬変や肝

肝炎医療の水準の向上等に向けて′、肝炎に関する基礎(臨床_及び疫



学T客等蕉総合的に準準すo必要が||う■             |‐・  iまたtF容墨者等の負担軽減|1資する|よ う、1肝炎対策を総合的に推進するためめ‐
基盤となる行政的な翠軍奪幽盤革́ 曇率華ユ鐸饉中中究にっいても準ゅる必要がある1

第2‐ 肝炎のテいた0の雄策11関する■
=         

■|   ‐ |‐
(1)今後の取組の方針|ついそ 

―
|:|‐ ‐           ‐ .■

感染経路にっいてのIll議不足による新規感染を予防するため ‐ヾす

^て

あ1国民ll寿 ‐

1上ェする肝炎についての二しJヽ1知識をの普及主ることが必要であるよ       |

の

し

(′)'摯黎響が必要な警棟にっぃて|             |
ア 1国はt日常生活上の感染予防の留薫点や、集団生活が営まれる施設ごとの感染
予防ガイドアイン等を策定の作成し二地方公共団体等と_ieを図り二その成果の豊及
整発を行う::…                        ・

ピアスの

上 の

発を行:う :     ‐ |
|ウ‐国及び地方公共団体は、医療従事者等の昼染のハイリスクの高い集団を中心と
してt BI型肝炎ウクチンの有効性、安全性に関する情報提供を行う。    |
|工 国は、水平感1染防止の手段としてのB型詳炎ワクチン接種の1有効性、安全性等

第31肝翼検奪の奥施体制及び検査籠力の向上に関する事項
(11)今後の取組の1方針について    |
:肝炎ウイルスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウイルス検査については、健

や事業主等の多様な実施主体におぃて実施されていることや、
プライバシ■に:配慮して匿名実施されている場合があること等から、当該検査の受検
状況の実態を把握することは困難

ために

4攀草2翼挨肇エコニエ坦握立ゑ上坐2蓋査及び壺究が必菫であるo
また、肝炎ウイルス検査未受検者や、受験しているが検査結果を正しく認識してい



ない者等、いまだ感染の事実を認識していない肝炎患者等が多数存在する|こ とが推定

される

二回は肝炎ウイルス検査を受検することが

ための砥究盤麗直主魏塗菫菫堕毎 :     |      |‐ .:    ■||

:

|
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(2)今後取組が必要な事項について

及び研究を行う。

イア
ー
国は、現在、地方公共団体が実施主体とならて|

琴男陶J慰丼当自却聯喜義為卜において行つてぃる肝炎ウイィレス検査にういて、

地方公共団体に対し、引き続きt検‐査実施と.そめ体制整備を働
| |

24 国及び地方公共団体は、丼条■イルユ検査の実施■ついえ■案絶■体尊み
る地井公共団体に対し_住民に向け1肝炎・ウイルス検査に関する広‐報生の摯

`ヒ

を要請する。あわせて、          蝶1二五立1'玉撻庫     者
や、医療保険者、事業主等の関係者の理解と―協力の下)引き続き、:関係者に対

し、労働者に向けた肇検勧奨を三壺実施する。

工事 国は、多様な検奪機会の確保を目的として、医療保険者が健康保険法 (大
正 11年法律第70号)に基づき行う健康診査等及ひキ事業主が労働安全衛生法|



(昭和47午法律第57号)に基づ豊往ュ(健康診断,機会≒暮らえモニ登±て
実施する.肝条ウイルス検査についてはt継続して実施されるよう働きかけを得 |

量     ] [ テ美
シーに配慮した適正な通知と機 取扱いにもぃて
対上ェ政めて周知する.gi l   l l

庄工 自は、肝炎ウイルス検査の受淡前及む結果通知時においてt受淡著各自が、

ア遍勇兵婁昌|   |
1峯|二 |

mζ〔畿璽  雛ゝ 躍 鑽 臨 ‐
‐

‐

理 た ぜ 苛 鷲 讐 卜 ま 憲 念 看 秀 響 釈 享 彗 ≦ 輩 諺 量 誘 彗 争
率
こ と
率 難
塾
平 苧
筆

評

簾 幽 基 1響

膊曇写翠雌5t野留臨鍬鰐塩 蜘顎
章馨融鼎賃言ご:I警爆冥履馨量畳曇曇ξ群奥甚頷|[島,2奪修素馨.:1:子｀
う墨謹指春するも         :

第4 群炎医療を提供する体制の確保に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎ウイ

'レ

ス検査の1結果二診療が必要と判断された者が医療機関でを受診しない、
また、たとえ医療機‐関|でを受診しても、必ずし、適切な圧炎医療が提供‐されてぃない
という問題点が指摘されている:
このため、                            轟進真7(

|           
‐
‐

‐
― 道府県

が設置する肝疾患診療連携拠点病院             を
中心とし、1専 Pl医療機関とかかりつけ医が協働する仕組みとして、地域におけ
る肝炎診療ネジトヮ‐夕の構築を進め、す|べての肝炎患者等が継続的から適切
|な圧炎医療を受けることができる体制を肇備する      |     |
4‐地域保年や壁域において健康管理産業保健に携わる者を含めた関係者の連携■
協井の下t肝炎患者等に対する受診受療勧奨及び肝炎ウイルス検査後のフ芽ローア
ップを実施することにょ|り 、肝炎患者等の適切な医療機関人の受診を進める必要が
'111と

J`,L。

またt              l              ‐‐

■■肝炎患者等が、                 勁車業工L業麓幽1二造
慶を受ける.こ とができる環境づくりに:向けて、1引き続き、事業主、職城におぃそ健



康管理に携わる者産業保機関係者_及び労働組合をはじめとした関係者の協力を得
られるよう、必要な働きかけを行う必要があるi。               ‐
さらに、                      |
エー肝炎患者笠の経済的負担軽減のための          F本 医療費助啓
の実施及び肝炎医療に係る諸制度の周知に:よ り、1肝炎の早期かう適切な治療を推準‐

する。             ■

(2)今後取組が必要な事項について

:

ア 国は、地方公共団体と連携して、̀
‐
用

診勧羹等、麻久患著牛を個 の々病‐憩

'ヒを地域において中心となつて進める人

治療方法、肝炎医療に関する制度等め情
‐
報を取

`り
まとめ、肝炎ウイルス検査に

■

二≠ 国は、地域保健や職域において健康管理に携わる産業保健に従事する者が
肝炎患者等に対してへ提供するために必1要な情報を取りまとめについて整理し、

地方公共団体や医療保

険者等と連携を図:り 、その成果の普及啓発を行う事る電

24 国は、拠点病院等の医療従事者を対象として実施される研修を効果的に進
めるため、研修計画を策定する。また、国及び都道府県は、地域における診療

. 連携体制を強化事るキめ■拠点病院が行う研修合の支援方法について検討する。
工 国は、地域における診療連携体制を強化するため、地域における連携の推進
に:資する研究を行う`   

′  ―
生夕 国は、整重辮場における肝炎患者等に対する理解を深めるため、肝炎の病態、
治療方法及び肝炎患者等に対する望ましい配慮についての先進的な取組例笠2
情報を取りまとあを分か与や事(手したり‐タンッキ等を活用も、各種事業主団
体と連携を,図 り、その成果の普及啓発を行う1怒通→く栖讀11=り略 。

2エー国は、肝条医療費助成制度、高年療養費制度t傷病手当全及び障害年金等の

肝炎1医療に係る暴存の選
=葦
制度にらぃて情報を取りまとめ、

地方塗基国ムと」墓盤中 炎?治療を進ゃる

際2に医療機関や肝疾患相談センタ■等における活用を推進する。

主オ 肝炎情報センターは、1肝炎:医療に係登つい手■最新情報を収集し、拠点鹿院

容に関して情報収集をした後、肝炎情報センターのホームページ等に分かりやす

■い形で掲載すること笠により、医療従事者及び■般国民に向|けて可能な限り迅

,速に周知を図る。                |

第5 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関するi事項



`1)今

後の取組の方針につぃて   |
肝炎ウイルスヘの新規感染|1年蕉防ぎt肝炎に係る医療の水‐準を向上させるた
めにいく肝炎の予防及び医療に携わる人材?育成を待ぅこ■が車要である:
このため、                     二必姜ぶもぅ■ 

‐

子■新規の肝炎ウイルスヘの薮鯉感染の発生の防止に資する人材を育成するととも

い   .       ‐|       `              1

イニ肝炎ウィルネ感染が判明した後に適切な圧炎医療治療に結びつけるための人材
を育成する          |                     ‐

また、 |  ‐

■■肝炎医療に携わる者が、最新の肝炎検査に関する知見を修得することは、
切な治療方針の決定や患者‐に対し適確な説明を行う上で非常に車要であるため、

本1医療|1携ゎる者の資質向上を図る:
|さ ら'に、                                          .
■■地域における肝炎に係る医療水準の向上等に資する指導者を育成することが

必要であるょ .       :

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、新規の肝炎ウイ,ルスヘの新規感染め発生を防止するため:各施設におけ
る感染予防ガイドライン等の策定作成のための研窄を推準し、地方公共1団体等と
‐       当該研究成果について普及啓発を行う1集を講じる。     | ‐
イ 国は、地方公共団体と連携して、1肝炎ウイルス検査後のフォロ■テップゃ受診
1勧奨等、肝炎患者等を個々の病態に応じそ適切な肝炎医療に結びつける取組を地
1域において中心となって進める人材の育成を進める。(再掲)        |
241国は、肝炎情報センターに対し、1目立国際医療研究センターの中期目標及び
中期計画に基づき、拠点病院等指導的立場にある医療従事者に対し、最新の知見
を踏まえた肝炎検査を舎む基び肝炎医療に関する研修が行われるよう1議1壁監
する。 (再掲)      .

第6 :肝炎に関する調査及び研究に関する事項:      ‐
(1)今後の取組―の1方針について

肝炎研究については、これまでの成果
「を肝炎対策に適切に反映するため、研究実績―

を総合的に1評駈及び■検証するとともに1今後、行政的な課題を解決するために必要
|な研究を実施していく必要がある。     .  1      .

0
1月 |:||:|||;|||||:|,||:|:|:||;|||:Lユ =、

こ.`′
:)111il:||:!illl]「 コ1:ミ≒:,i:|||!|1111:::||li::::`111ill:|:|lililil;:ill:::・ ・lill:))・ ll,二 :・=                                                                

・

童ヱニととも
‐■月干炎対策を総合的に推進するための基盤となる肝炎研究を推淮するとともに、将来
の肝炎研究|を担う.着手研究者の育成を行い.肝炎研究の人的基盤の拡大を目指す。

適

．肝



得られるよう、分かりやすい情報発信を推進

(2)今後取組が必要な事項について      |       |       |

'‐

価皮6t」]貰L」J`舞IIII瑳]整当L』星墨墨雪I五盤讐」liま:||・ユ牢|千サ千?評

作予うt‐ ‐    l  i
エイ 国は、肝炎研究について国民1の翠解を得られるよう、当該研究の成果にうい
て分かりやすく公表し、周知を図る:

第7 肝炎医療のための医薬品の研究開‐発の推進に関する.事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎は重篤な疾病であり、≠‐肝炎医療のための医薬品の鴨発等に係る研究を推

―
     |

イー肝炎医療に係るのための医薬品を含めた医薬品2開発等に係る研究が促進さ‐
れ、早期の薬事法 (昭和35年法律第 141号)の規定によう製造販売の承認に資す
るよう、治験及び臨床研究の活性化の:取組を推準し、さらに、事る

「
ウー肝炎医療のための医薬品を含めた、特に必要性が高い医薬品及び医療機器が
速やかに医療現場に導入されるためによユ、審査の迅速化等の必要な措置を講じる
必要がある。                       .

(2)今後取組が必要な事項について ‐
ア 国は、肝炎等の医療の医療水準の向上等に資する■腰条医療0ため,駈医薬1品‐
の開発等に係る研究を推進するも

イ 国は、肝炎医療に係るo■めo麺医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験及‐び
や臨床研究を引き続き推進する。

ウ 国は、肝炎医療に係る新医薬品(新医療機器等にらぃてはt優れた製品を迅速
に医療の現場に提供できるよう、有効性や安全性に関する審査体制の充実強化等
を図る螢など承認審査の迅速化や質の向上に向けた取組を推進主五■てぃ4。
工 国は、肝炎医療に係る量医薬品等のうちt‐欧米諸国で承認等されているが国内
で未承認の医薬品等であって▼医療上必要性が高いと認められるものについては、
関係企業に治験実施等の開発要請の取組を引キ続き行う。

薬品については、他の医薬品に優先して承認審査を進める_    ‐



第8 肝炎|:関する啓発及び知no普及並びに肝炎患者等の人雇の尊重に関する事壇
(1).今後―の取組の方針について| ':
辟炎に係る

=し
い知識にういては、多くの国民に十分に浸透していないと考えられ

る

←      |‐

‐‐工Tごうした中においてtl肝本ウイルス検査の受検を勧塾促巻し、また、肝炎
ウイルスの新たな感染を予防するためには、すべての国民における対してで肝炎の予

防、病1態及び治療に係る正しい理解が進むよう普及啓発及び情報提供を推進する必要
がある。    |     ‐ |||
また、  ,  .       : ‐

1 4二早期かつ適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及び治療に係る正し
い知識を持てるよう、普及啓発及び情報提供を推進する:と .と襲笙い■ :  :
夕‐肝炎患者等が、不冶理蹂梨爆卜待遅杢当上羞型を受けることなく、社会に|おい

て安心して暮らせる環境づくりを目指し、肝炎患者等とその家族笠■選族や、1医療従

事者、事業主等の関係者をはじめとしたすべての国民が、肝炎について係る正しい知

識を持つための普及啓発及び情報提供を推進する必要がある。   .  I

(2)今後取組が必要な事項について  ,

‐  ア 国は、1平成22年 5月 の世界保健機関 (WHQと総会におぃて、世界肝炎デァ
日本肝炎デ■を設定する6:あわせて、国及
ス肝炎研究財団の実施|する「肝臓週間」と

普及啓発を行う。     |

|うための普及啓発を行う
^

ウ ー国及び地方公共団体は■■わけ、      近年我が甲における感業事Fljの
報告がある急性」型肝炎 (ジェノタイプA)はt従来40-に 輩し二性行為に
よ与感染が1慢性化することが多いとされていることにかんが生二一 母子感染

や乳幼児期の水平感染に加えて、ヒト免疫不全ウイルス (HIVL等と同じく性笙
為によ.り感染する苛能性があるといJ出書染庭としての認識を促し、予防策を講
じる必要があることにういて普及啓発を生ユ推準する。

二千 国及び地方公共団体はt肝炎患者等への二診― 奨活動として、医療保険
:

|‐者、医師その他の医療従事者の団体t職域において1健康管理に携わる産業保健
任従事する者の団体、事業主団体等の協力を得て、肝炎の病態、知識や肝炎医

療に係る諾制度について_普及啓        を空立推進する。
ユタ 国1ま、府炎患著等二年医1師等の医療従事者、職域において健康管理に携わる
|          、1事業主等の1関係者に向けて:各々の立場で必要な情報

10



を取 りまとめ、

い■の
～
製甲需叫J■響十ッ半等割特却■瑚鞘峨睾i孟■2成塁盤こ∠⊇いて普及

啓発を行 )キる。     1  ,        :          ‐

2■
‐
国は、地域における医療機関において、肝炎に係‐る情報提供が適切になされ

るよう、肝炎情報センタ■に対し、おける情報提供機能を充実させるよう要請

する。    |  ‐    |‐ 1              ′

主オ 国及び都道府県はt拠点病‐院の相談センタ‐を周知するための普及啓発を往
ユ     。    |
2■ 国は、医療保険者や事業

=が
肝炎ウィル不検査を実施する場合の検査結果o

―
にういて、プライパシこに配慮した適

=な
通知と検査結果の取扱いにつ:

ぃてt医療保険者及び事業主に対して改めて周知するも1(再掲)

共団体と連携を図り、|その成果の普及啓発を行う̂

第9 その他肝1炎対策の推進に関する重要事項
(1)肝炎患者等及びその家族等に対する支援の強

`じ

及:び充実     |
① 今後の取組の方針について
子 肝炎患者等及びやその家族笠が、1肝炎と向き合いながら治療を含む生活の質
の向上に取り組むことがで主るめるようt相談支援体制の充実を図り、精神面
でのサポート体制を強化するとともに、‐

4_肝炎患者等が不合理な取扱い不当な差別を受けた場合、肝炎患者等‐人二人
の人権を尊重し、不会理な取扱い不当な差別を解消するため、適切な対応を講

じることができる体制づくりを進める必要がある。 :

② 今後取組が必要な事項について

ア 国は、都道府県と連携してt肝炎患者等及びやその家族等の不安を軽減する
ための情報提供を進めるとともに、|1兵び肝炎患者等が その家族等と、医師
をはじめとした医療従事者とのコミュニケ∵ションの場をの提供を推進する。

i

工事 国は、肝炎情報センタ‐におい■対し、拠点病院の相談員が必要とする情
報について整理し、積極的に情報提供が行われるよう要請する。

之工 国は、地方公共団体と連携して、法務省―の人権擁護機関相談窓由の周知を
図る。                |

(■喜)地域の実情に応じた肝炎対策の推進  : ||‐
都道府県においては、肝炎対策基本法の趣旨に基づき 都ヽ道府県単位での肝炎対策

lti



鑓轟計鷺漂語講違彗誕:電3轟:号1温ン度観警卵ま
ため?↑

事‐■、          聾:な公表風体は:積極的に、国をはじめとする他の行
政機関との導場を図■なが■国ユう0着炎対策を講じる― ことが望まれる。

で43)自 :良あ1務 ,こ基づそ載組|:|| |         |     ‐
1 子 肝炎対策基本‐法第6条の規定にかんがみ1肝炎対策はt.肝炎轟者等とそめ

'家
族

‐
笠■島族を含めた国民が主体的がつ琴樺中に活摯すo必要‐ギ

:わ

■ 聾 年 聾 撃 鉾 摯■・J .ぅ 11轟■ふ んとし(う墨 ふ墨轟墓こど| |二41国民二人■人が、1肝炎|は放置す
●準ける苛能性わ̈ 各人η籍貰二論緻第現鬱鉗 |1病気であることを理解した上でt少 |

| ::,自身の肝炎ウイルス感染め有無にっいて、早期に認識を持つよう努めること。
■夕 1国民=人

一人がt肝炎ウイルスヘの新規キな感染―の可能性がある行為にう
いて正しい知識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。また、肝炎
||タイィレスの感染に関する知識が不足していること笠によ―り、肝炎患者等に対す

_  う手合理な取扱い不当な差Bllや、それに伴う肝炎患者等の精神的‐な負担が生じ
ることのないよう、正しい知識に基づく適切な対応に努めること。      |

‐    ||

|

‐
                                                |||

(26)肝硬棄ユJ‐肝がん患者|=対する更なる支援Ω査ユ左二2旦工     ■
肝炎から準展事る進征した肝硬変及び■肝がんは、根治的な治療法が少ない。←
このため、肝硬弯丞ご卜肝がん患者の不安■軽減するために、以下の蓼組を講じゑ上
のとする蝶 。 |    | .:   1         1    ‐

ァ■国は、二肝硬変丞ビ■肝がんを含む肝疾患にっいては、篠療従事嗜oわ研修■及
‐■び「肝炎研究 7カ年戦略」に基づく研究をの推進する。あわせて、国及び地方公
共団体はt月千硬変及び肝がんを含:む肝疾患に係る肝炎医療の

一
本準?向

上等                    書`壺         を推準
望

…

。    | ‐

イ
ー
国は、都道府県‐と連携して、        肝硬変及‐び肝がん患者ム食豊,
肝炎患者等及びやその家族等の不安を軽減すっための情報提体を進:めるととも1′
二、孵 肝炎患者等及びやその家族等と、医師をはじめとした医療従事者との■
ミュ■ケーションの場を・●・提供を推進す.る。    | || |   ‐|
ウ 平成22年度から、す定の条件の下t身体障害者福祉法 (昭和124年法律第233
量とにおける身体障害||、 新たに肝臓機能障害り二艶止壷ni上が佳轟轟けられ

12



障害認定の対象とされL■そ―の
認定を受けた者め肝臓移植t'干臓移植後の坊免疫療法とそれらに伴う医療にうい

ては、自立支援医療 (更生医療)の対象とならており、引き続き当該支援を継続
する。            |‐

‐

(56).肝炎対策基本指針―の見直し  |                ‐

肝炎対策基本法第9条第 5項においては、「厚生労働大臣は、肝炎医療に関する状
況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果||1関する評価1を踏まえ、少なくと|、 6.年ごと

に、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要がぁると認めるときは、これを変更しなけ
ればならない。」とされている:       |
この基本杢指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえ、肝炎対策を総合的に推進するため
に基本となる事項について定めたものである6今後は、杢基本指針に定める取組を進
めていくこととなるが、1                      国二塁左公基
団体等における取組について、定期的に調査及藝挙馨ヽ 感■通二評価を行し`、肝炎を
めぐる状況変化を的確にとらえた上で、必要があ―るときは、基本指針策定から5年を
経過する前であうても、本指針について検討を加え■れを昇喜も、変更するLり■と
とする。    |         ― :            ヽ

13
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反 映 後 籠

肝炎対策の推進に関する基本的な指針 .(案)

‐ 平成○〇年〇〇月〇〇日

日次             |‐     | .
第1 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向:‐     ‐
第2 肝炎のI予防のための施策に関すtる事暉‐・  l       '      (
第o 肝炎検査の実施体前及び検査能力●向上に関する事項 ‐
′第1 肝炎琴療を暴供する体制の確保!1関する事項  |
第5 "炎の予防及び肝条医療に関する本材の育成||こ関する事項
第6 肝費に関する由査及び研究に関する事項
第7 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に1関する事項
第3 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
第9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項    |

肝炎とは、肝臓の細胞が破壊されている状態であり、その原因は、ウイルス性tア
ルコール性、自己免疫性等に分類され、多様である。とりわけ、我が国では、肝炎患

者のうちB型肝炎ウイルス又はC型肝炎ウイルス (以下「肝炎ウイルス」という。)
感染に起因するF炎患者が大きな割合を占めており、B‐型肝炎及びC型肝炎に係る対
策が喫緊の課題となつている。

国におけるB型肝炎及びC型肝炎に係る対策については、近年においてけ、平成 14
年度以降、C型肝炎等緊急総合対策を開始し、平成 19年度には、都道府県に対し、肝
疾患診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」というし)の整備について要請する等の取組
を進めてきた。    ´
また、平成 20年度以降、肝炎の治療促準のための環境整備、肝炎ウイルス検査―の促

進、肝炎に係る診療及び相談体制の整備、1国民に対する肝炎に係る
=し
い知識の普及

と理解及び肝炎に係る研究の推進の5本の柱からなる肝炎総合対策を准めてきた。
さらに、研究分野に関しては、平成20年 6月に、月干炎の専F嗜家からなる肝炎治療戦
略会議が「肝炎研究 7カ年戦略」を取りまとめ、これに基づき肝炎研究に取り組んで

きたところである。                  i
しかしながら、肝炎ウイルスに感染しているものの自覚のない者が多数存在すると

推定されることや、肝炎ウイルスに起因する肝炎、肝硬変及び肝がんに係る医療 (以

下「肝炎医療」という。)の体制が十分整備されていない地域があること等、肝炎医療
―を必要とする者に適切に肝炎医療を提供していくためには、いまだ解決すべき課題が

多い。また、肝炎ウイルスの感染経路等についての国民の理解が十分でなぃことやt

肝炎ウイルス検査を受検する必要性に関する認識が十分でないことに加え、一部では、

肝炎ウイルスに持続感染している者 (以下「肝炎患者等」という。)に対する不当な差

別が存在することが指摘されている。このような状況を改善し、今後、肝炎対策のよ
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り■層の推進を図るたollはt国や担方公共団体のみならず、あらゆる関係者が■体
とならて、より■層|の連携を図ることカミ必要である:‐    ′・  ■|   :
本指針は、.このような現状の下に|、 肝炎墨煮等蕉早押に発見し、また、1肝炎尋者等
が安心して治療を受けられる社会を構築するため、国、地方公共団体等が取り組むバ
ぎ方向性を示すことにより、肝炎対策のよリー層の推進を図ることを目的とし、肝炎‐|
対策基本法 (平成 21年法律第

197号)第 9条第 iFの規定に基おき策定するも|の|であ
る。                                 ‐ 1 1''

なおt我が国において、現在、1'3型肝炎みび C型庁炎に係る1対策が喫緊の課題であ
ることから、本指針においてはt ЁI型肝炎及びC型肝炎に係る対策に関する事項を定
めるものとする。      ||| ‐           ■|‐ ‐   |

|‐    |                                         
ヽ

‐竿1,■

"炎

1予‐防及び肝キIⅢO推10基本的な方向      .  ■
|(1)基本的‐な考え方    |                      ■

l｀ 府条|:、 造助な治恭を行ゎなtヽ

=ま

放置すると燥性化し、肝硬変や肝がんと,、らだ
|よ り童篤な病‐態に進行するおそれがある。このため、肝炎息者等が生活する中で蘭わ|
るすが,て―め者が肝炎に対する理解を深め、これらの者の協力の下、肝炎患者等が1安心
して生活でき―る環境づくりに取り組むことが必要である。        |   ‐
' また、肝炎対策は、肝炎患者等を含めた国民の視点に立ち、国民の理解、協力を得
て、肝炎患者等を含む関係者が一体となうてt連携して対策を進めることが重要であ

| る|            ||:

(2)肝炎ウイルス検査の更なる促進
肝炎ウイルスの感染についてはt感染経路が様々であり、過去の生活に基づき個人|

の感染ツネクの有無を判断することは困難である。このためt肝炎ウイル不検査の受‐
検機会を広く提供し、すべての国民が、少なくとも下回は肝炎ウイルス検査を受検す:

ることが可能な体制を整備し、受検の勧奨を行うことが必要である。| |

|(3)適切な肝炎医療の推進  ‐
庁炎轟者等の健康保持っためには、1個 の々状況に応じた適切な治療を受ける,こと
,が重要である:      ・               1      ‐
‐肝炎魯者等に対し、病態に応じた適切な医療を提供するためには、専門的な知識‐

や経験が1必要であるため、個々の肝炎患者等は、肝炎医療を専門とする医療機関 (以
‐ 下「専門医療機関」という。)において治療方針の決定を受けることが望まし,｀:||
また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、1継続して適
‐切な治療を受けることが必要である。
1 このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎摩療を受けられるよ
う、地域の特性に応じた肝炎診療体制の整備の促進に向けた取組を進める必要があ
||る :｀
―            |‐   |  .   .          1 1 ´

また、肝炎ゥイルスを排除するスはその増殖を抑制する抗ウイルス療法 (肝炎め
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根治目的で行うインタ:‐フェロン治療及び 3‐型肝炎の核酸アナログ製剤1治療をいう。

以下同じ。)については、肝硬変や肝がんといらた、より童篤な病態人の進行を予防|

し、又は遅らせることが可能であり、またtウイル不量が嬌減することヤ|ょ り二次

感染の予防につながるという側面が|ある。このため―、31き続きt抗ウイルス療法に

対する経済的支援に取り組み:そめ効果を検証していく必要がある。 '

(4)肝炎医療をはじめとする研究の総合的な推進  ヽ        ´

肝炎は国内最大級の感染症であり、感染―を放置すると肝硬変や肝がん
.と

いつた重

篤な病態に進行する。このため、肝炎医療の水‐準の尚上等に向けて、肝炎に関する

基礎、臨床及び疫1学研究等を総合的に推進する必‐要がある1。
‐    |

また、肝炎患者等の負担軽減に資するよう、肝炎対策を総合的に推進するための

基盤となる行政的な課題を解1決するために必要な研究にういても進める必要がある
`

(6)肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発
肝炎ウイルスは、感染しても自党症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、ま

た、感染を認識していても、感染者が早急な治療の必要性を認識しにくい。このため、

国民一人一人が自身の肝炎ウイルスの感染状況を認識し、肝炎についての正しい知識

を持つよう、更なる普及啓発に取り組む必要がある。

さらに、肝炎患者等に対する不当な差別を解消し、また、感染経路についての知識

不足によぅ新規感染を予防するためにも、肝炎についての正しい知識の普及が必要で

ある。

(6)肝炎患者等及びその家族等に対する相談支援や情報提供の充実
肝炎患者等及びその家族等の多くはt肝炎が肝硬変や肝がんというた、より重篤
な病態へ進行することに対する将来的な不安を抱えている。また、治療における冨1

作用等、治療開始前及び治療中においてt精神的な負担に直面すること 多ヽい。こ

のため、こうした肝炎患者等及びその家族等の不安や精神1的負担の軽減に資するた

め、肝炎患者等及びその家族等べの相談支援を行う必要がある。

また、肝炎患者等及びその家族等を含む国民の視点に立らた分かりやすい情報提

供について、取組を強化する必要がある
`              |

第2 肝炎の予防のための施策に関する事壊‐

(1)今後の取組の方:針について

感染経路についての知識不足による新規感染を予防するため、すべての国民に対

して肝炎についての正しい知識を普及することが必要である。

また、地方公共団体に対して、各医療機関において、HBs抗原陽性の妊婦から出
1生した乳児に対するB型肝炎ワクチンの接種等の適切な対応が行われるよう指導を
_求める等、B型肝炎母子感染防止対策―を講じており、31き続きこの取組を進める:
さらに、B型肝炎の感染がワクチンにようて予防可能であることからt水平感染
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防上の手段の■つとして、
~‐

ヨ型肝炎ワタチシ接種に関しても検討を行う必1要がある。

(2)今後,組が必要な事項にういて
ア 国は、日常生活上の感染予防の留意点や、集団生活が営まれる施設ごとの感染予
,防ガイドライン等を策定して地方公共団体等と連携を図り、その成果の普及F~4発を
行 う。   1  :
イ 国は、ピアスの穴あけ等血液の付着する器具の共有蕉伴う行為や性行為等、感染
の1危険性のある行為に興味を抱く年代に対して、肝炎についての主しい知識と理解
を深めるための情報を取りまとめ、地方公共団体等と連携を図りヽ その成果の普及

肇発を行う。

ウ 国及び地方公共団体は、医療従事者等の感染のり不クの高い集団を中心として、
B型肝炎ワクチンの有効性、:安全性に関する情報提供を行う6       .
工 国は、水平感染防上の手段としてのB型肝炎フクチン接種の有効性、1安全性等
‐ に関する情報を踏まえ、当該ヮクチンの予防接種の在り方について検討を行う。

第3 肝炎検査の実施体制1及び検査能力の向上に関する事項
←1)今後の取組の方針について
肝条ウイノンスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウィルス検査にういでは、‐医
療保険者や事業主等の多様な実施主体において実施されていることや(プライバシー
に配慮して匿名実施されている場合があること等からt当該検査の受検状況の実態を
把握することは困難な状況にあるが、肝炎ウイルス検査体制の整備及び普及啓発iを効
果的に実施するために、施策を行う上での指標となるよう、肝炎ウイルス検査の受検 :

率について把握するための調査及び研究が必要である。      `
また、肝炎ウイルス検査未受検者や、

1受
検しているが検査結果を正しく認識してい

ない者等、感染の事実を認識:していない肝炎患者等が多数存在することが推定される。
このため、すべての国1民が少なくとも■回は肝炎ウイルス検査を受検することが必要
なことについて、普及啓発を徹底するとともに、すべての国民が少なくとも二回は肝

炎フイルス検査を受検することが可能な体制を整備し、その効果を検証するための研‐

究を推進する必要がある。                :    |、
さらに、肝炎ウイルス検査の受検結果については、受検者各自が

=し
く認識できる:

|よ うt肝炎の病態等に係る情報提供を行うとともに、肝炎医療に携わる者に対.し、最
新め肝炎ウイノンス検査に関する知見修得めための研修の機会を確保する必要がある。

(2)今1後取組が必要な事項について
ア 国は、1国民の肝炎ウイルス検査に係る受検率等について推計するための調査
及び研究を行う。                      |
イ 国は、現在、地方公共団体が実施主体となって行うている肝炎ウイィンス検査
、 について、地方公共団体に対:し、31き続き、検査実施とそあ体制整備を要請す
る。                 :
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ウ 国及び地方公共団体は、住民に向けた肝炎ウイルス検査に関する広報を強化
する。あわせて、職域において健康管理に携わる者や、医療保険者、事業主等
の関係者の理解と協力め下、引き続き、関係者に対し、1労働者に向けた受検勧

奨を要請する。
土 国は、多様な検査機会の確保を目的として:医療保険者が健康保険法 (大

=11年法律第
'70号
).に基づき行う健康診査等及び事業1主が労働安全衛生1法 (昭和

47年法律第57号)に基づき行ぅ健康診断に併せて実施する肝炎ウイルズ検査に

っいては(継続して実施されるよう医療保険者及び事業主に対して要請する。^ま
た、医療保険者や事業主が肝炎ウイノジス‐検査を実施

‐
する場合の検査結果にも

いて、プライバシーに配慮した適正な通知と取扱いについて、医療保険者及び

事業主に対して改めて周知する。 ●
オ 国は、肝炎ウイルス検査の受検前及び結果通知時において、受検者各自が、
病態、治療及び予防について正しく認識できるよう、これらの情報を取りまと

め、地方公共団体等と連携を図り:その成果の普及啓発を行う6
カ 国及び地方公共団体は、医療機‐関に対し、手術前等に行われる肝炎ウイルス
検査の結果について、受検者に適切に説明を行うよう要請する。また、国は、

医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果の説明状況等に

ついて、実態把握のための調査研究を行う。

キ 国は、独立行政法人国立国際医療研究センター肝炎情報センタこ (以下「肝
炎情報ヤンタニ」という。)'こ対して国立国際医療研究ャンターの中期目標及び

中期計画に基づき、拠点病院等における指導的立場にある医療従事者に対して、

最新の知見を踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるよう要請

する。

第4 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
(1)今後の取組の方針について     :      ヽ
肝炎ウイルス検査の結果、診療が必要と判断された者が医療機関で受診しない、ま

た、たとえ医療機関で受診しても、必ずしも適切な肝炎医療が提供されていないとい

う問題点が指摘されている。

このため、都道府県が設置する拠点病院を中心とし、専門医療機関とかかりつけ医

が協働する仕組みとして、地域における肝炎診療ネットワ■クの構築を進め、すバて

の肝炎患者等が継続的かつ適切な肝炎医療を受ける■挙ができる体制を整備すると

ともに、地域や職域において健康管理に携わる者を含めた関係者の連携の下、肝炎患

者等に対する受診勧奨及び肝炎ウイルネ検査後のフォローアップを実施することに

より、肝炎患者等の適切な医療機関ヽの受診を進める必要がある:

また、肝炎患者等が、働きながら継続的に治療を受けるこ.とができる環境づくり

に向けて、引き続き、事業主、職域において健康管理に携わる者及び労働組合をは

じめとした関係者の協力を得られるようt必要な働きかけを行う必要がある。
さらに、肝炎患者等の経済的負担軽減のための抗ウイ′レス療法に係る肝炎医療費
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助成の実施及び肝炎医療に係る諸制度の周知により、肝炎の早期かっ適切な治療を
推進する。 |    |    ■.      |

(2‐)今後取組が必要な事墳につぃて :
|ア 国は、地方公共団体と連携して、肝炎ウイルス検査後のフォロ■アップや受
‐診勧奨等、肝炎患者等を個々の病態に応じて造功な肝炎医療に結びぅ.ける取組
,を地域において中心となって進める人材の1育成を進める。また、1肝炎|の病態、‐

:■治療方法、1肝炎医療に関する制度等の情報を取り.ま とめ、肝炎ウイノンス検査に
ようて肝炎ウイルスに感染していることが判明した者に対して配布する。,

■ イ ー国は、1地域や職域において健康管理に携わる者が肝炎患者等に対して提供す
‐
 `|■ゆに必要な情報を取りまとめ、拙方公共団体や医率保険者等と連携を図り、
|その成果の普及啓発を行う。                  | ~
‐  ウ 自は、拠点病院等あ医療従事者を対象として実施される研修を効果的に進め
るため、研修計画を策定する6また、国及び都道府県は(拠点病院が行う研修
|  への支援方法について検討する。
工 国は、地域における診療連携体制を強ィヒするため、地域における連携め推進
に資する研究を行う。                  ●
|オ 国は、1職域における肝炎患者等に対する理解を深ゆるため、1肝炎の病態、治
‐ 療方法及び肝炎患者等に対する望ましい配慮についての先進的な取組例等の情
報を取りまとめ、各種事業主団体と連携を図り、その成果の普及啓発を行う。
カ ー国は、肝炎医療費助成制度(高額療養費制度、傷病手当金及び障害年金等の
1肝炎医療に関する制度について情報を取:り まとめ、地方公共団体と連携を図り、
1肝炎の治療を進める際の医療機関や肝疾患相談センター等における活用を推進
する。
| キ 肝炎情報センタニは、肝炎医療に係る最新情報、拠点病院及び専門医療機関
等のリスト並びに拠点病院において対応可能な肝炎医療の内容に関して情報収
集をした後、肝炎情報センタァのホームペニジに分かりやすく掲載すること等
によりt医療従事者及び国民に向けて可能な限り迅速に周知を1図る。     |

第5 ‐肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項     ‐   ′
(1)今後の取組の方針について               1  /.
肝炎‐ウイノン不への新規感染の発生を防ぎt肝容医療の水1準を向上さするために博t
l肝炎の予防及び医療に携わる人材の育成が重要である: ‐  

｀     ′
このため、肝炎ウイルスヘの新規感染

―
の発生の防止に資する人材を育成するとと

もに、肝炎ウイルス感染が判萌した後に適切な肝炎医療に結びうけるための人材を

育成する必要がある。

また、肝炎医療に携わる者が、最新あ府炎検査に関する知見を修得することは、
1通切な治療方針ρ決定ゃ患者に対し適確な説明を行う上で非常に重要であるため、
肝炎1医療に携わる者の資1質向上を図る必要が:あるょ
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さらに、地域における肝炎に係る医療本準の向上等ll資する指導者を育成すぅこ

とが必要である。      |                  ‐

(2)今後黎‐組が必要な事項について  |      li‐       ‐‐
ア ,国は、肝炎ウイルスヘの新規感染の発生を防止するため、各施設におけぅ感染|

予防ガイドライン等の策定のための研究を推進し、地方公共団1体等と連携を歯り、
当該研究成果について普及啓発を行う。                 |
イ 国は、地方公1共団体‐と連携して、肝炎ウイ:ルス検査後のフオロ■アシプや受診‐

勧奨等、月干炎患者等を個々の病態に応じて適切な肝炎医療に結びつける取組を地

域において中心となつて進める人材の育成を進めるし,(再掲)       |
ウ 国は1肝炎情報センターに対し●国立国際医療研究ヤ|ンターの中期目標及び中
期計画に基づき、拠点病院等指導的立場にある医療従事者に対し、最新の知見を

踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるょう要請する。(再掲)

第6 肝炎に関する調査及び研究:=関する事項
(1)今後の取組の方針にづいて        1
肝炎研究については、これまでの成果を肝炎対策に適切に反映するため、研究実績
を総合的に評価及び検証するとともに、今後、行政的な課題を解決するために必要な

研究を実施していく必要がある。   |
また、肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる府炎研究を推進するとともに、

将来の肝炎研究を担う若手研究者の育成を行い、肝炎研究の人的基盤の拡大を目指す。

さらに、肝炎研究について、国民の理解を得られるよう、分かりやすい情報発信を

推進する必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、′「肝炎研究7カ年戦略」を踏まえ実施してきた過去の研究について評価
及び検証を行い、肝炎対策推進協議会‐に報告する。  |
イ 国は、肝炎研究分野において、若手研究者の人材育成を積極的に行う。  |
ウ 国は、具体的な施策の目標設定に:資するよう、肝炎、1肝硬変及び肝がん等の病
態別の実態を把握するための調査研究を行う。

干 国は、肝炎研究について国民の理解を得られるよう、当該研究の成果について
分かりやすく公表し、周知を図るょ

第フ 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
(1)今後の取組の方針にういて
肝炎は重篤な疾病であり、肝炎医療に係る

.医
薬品を含めた医薬品の開発等に係る

研究が促進され、早期の薬事法 (昭和135年法律第145号)の規定による製造販売
の承認に資するよう、治験及び臨床研究の活性化の取組を推准し、1さ らに、1肝炎医

療のための医薬品を含めた、特に必要性が高ぃ医薬品及‐び医療機器が速ゃかに医療|

21           ｀



現場に導入されるよう―t審査の迅速化等の必要な措置を講じる必要がある。

(2)'今後取組が必要な事項につしヽて

ァ■国は、庁炎医療の医療水準の向上等に資する新医薬品の開発等に係る研究を推
進する。  ‐
イ 国|まt肝炎医療に係る新医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験及:が臨床研究
を推進する。 |     |             |‐       ■‐
ウ::国‐は1府炎暉療に係る新医薬品、新医療機器等にっいては、優れた製品を迅速

‐

■に医療
―
の1凛場に提供できるよう、有効性や宕全性に関する審査体制の充:実強イヒ等.

| 1蕉図る等承認審奪?瀑速イヒや質の向上に向けた取組を推進する:     ■ .:
|1国■1‐

"炎

療ヽ|1係る新医薬品等め,ち、欧米藷自で泉議等されそ|‐ るヽが自内|
■で本承認の医薬品等であって医療上必要性が高いと認められるものにういて、関‐
係企業に治験実施等の開発要請の取組を行う。 |
.オ 国は、瞬炎医療に係る1新医薬品等のうち、琴療■の有用性等の要件を満たす医
薬品にっいては、他の医薬品に優先して承認審査を進める。         |

第lol 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に由する幸項
(1)今後の取組の方針について

- 1                    1‐

肝炎に係る正しい知識につぃては、多くの国民に十分に浸透してし`ないと考えられ
|る ,こ うした中‐において、肝炎ウイルス検査の受検を勧奨し、また、肝炎ウイルスめ
新たな感染を予防するためには、すべての国民に対して、肝炎の予防、病態及び治療
に係る正しい理解が進むよう普及啓発及び情報提供を推進する必要がある。
また、早期かう適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及び治療に係る主
しい知識を1持てるよぅ、普及啓発及び情報提供を推準するとともに、肝炎患者等|が t
不当な差別を受けることなく、社会においそ安心して暮らせる環境らぐりを目指し―t‐
肝炎患者‐等‐とその家族等、医療従事者、事業主等の関係者をはじめとしたすべて:の自
民が、肝炎について正しい知識を持つためめ普及啓発を

―
推進する必要がある。‐ ‐

(2).1今後取組が必要な事項について  |              | |
ア 国は、平成22年 5月 の世界保健機関 (WHO)総会において、世界肝炎デ■ :

の実施が決議されたことを踏まえ、日本肝炎デ
ニを設定する。おゎせて、1国及

‐

び地方公共団体は、1財団法人ウイルス肝炎研究財団の実施する「肝臓週間」と
連携して集中的な肝炎の普及啓発を行う。     ‐
イ 国及び地方公共団体は、あらゆる世代の国民が、肝炎に係る正しい知識を持
|つための普及啓発を行う。

ウ 国及び地方公共団体は、国民に対し、近年我が国における感染事例の報告があ
る急性B型肝炎 (ジエノタイプA)は、,従来に比し、感染が慢性化することが多
|いとされていることにかんがみ、苺子感染や乳幼児期の水平感染に加えて、ヒト
集輝不全ウイィレ不 (車IVp等と同じく性行為により感染する可能性がぁるという
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認識を促し、予防策を講じる必要があることにういて普及‐啓発を行うし

二 国及び地方公共団体はtl肝炎患者等人の受診勧奨活動として、医療保険者、1医

師その他の医療鶴事者の団体t職域ヤFおいて健康管
t理に携わる者の団体、事業

‐

主団体等の協力を得て、
:肝
炎の病態(知識や肝炎医療に係る制度にういて普及

1 啓発を行う。       .               :   ‐

オ 国は、肝炎患者等、1医師等の医療従事者t職域において健康管理に携わる者、1

‐  事業主等の関係者に向けて(各々の立場で必要な情報を取りまとめ、その成果
にういて普及啓発を行う。           

「
        ‐

力 国は、地域に|おける医療機関において、肝炎に係る情報提供が適切になされる
よう、肝炎情報セシタァに対しt情報提供機昨蕉充寒李せるキう琴請する。

キ 国及び都道府県は、拠点病院の相談セ.シタ■を周知するための普及啓発を行う。
ク 国は、医療保険者や事業主が肝炎ウイルス検査を実施する場合の検査結果につ
いてくプライバシ‐に配慮した適正な通知と取披いにつぃて、医療保険者及が

:

事業主に対して改めて周知する
`(再
掲)

ケ 国は、肝炎ウイルス感染者に対する偏見や差別の実態を把握するための調査研‐
究を行い、その被害の防止のためのガイドラインを策定するとともに、地方公

共団体と連携を図り、その成果の普及啓発を行う。 |

第9 その他肝炎対策の推進:F関する革要事項|    |
(1)肝炎患者等及びその家族等に対する支援の1強化及び充実
① 今後の取組の方針について
肝炎患者等及びその家族等が、肝炎と向き合いながら治療を含む生活の質の向

上に取り組むことができるよう、相談支援体制の充実を図1り 、精神面でのサポ

‐卜体制を強化するとともに、肝炎患者等が不当な羞月1を受けた場合、肝炎尋

者等一人一人の人権を尊重し、不当な差別―を解消するため、
1適
切な対応を講じ

ることができる体制づくりを進める必要がある。 |

② 今後取組が必要な事項について
ア 国は、都道府県と連携して、肝炎患者等及びその家族等の不安を軽減するた
めの情報提供を進めるとともに、1肝炎患者等及びその家族等と、医師をはじめ

とした医療従事者とのコミーュニケ‐ションの場を提供する。

イ 国は、肝炎情報ヤンターに対し、拠点病院の相談員が必要とする情報につい
て整理し、‐積極的‐に情報提供が行われるよう要請する。

ウ 国は、地方公共団体と連携して、1法務省の人権擁護機関相談窓日の周知を図
る。                      1         1

(2)肝硬変及び肝がん患者に対する更なる1支援の在り方について

肝炎から進行した肝硬変みび肝がルtま、根治的な治療法が少ない。このため、

変及び肝がん患者の不安を軽減するために(以下の取組を講じるものとする。

ア 国は、肝硬変及び肝がんを含む肝疾患について、「肝炎研究7カ年戦略」
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ブく研究を推進する:あ‐わせて、国みび地方公本国体は、肝硬変及び肝がんを含
|  む庁疾墨に係ぅ庁炎医療の水準の向|二等を図る.ためt医療従事者への研修等人材
育成を準準する611 1‐ ‐‐ ‐             l    i
イ1甲

'■

部道″県と連携して、肝炎から進行した肝硬‐変及び肝がん患者を含む肝‐

|■ 1炎患者等及びその家族等め不安を軽減するた.めの情報提供を進め
‐
るとともに、肝|

i炎患者1等及びその家族等と、医師をはじ、めとした医療従事者とのコミ五■ヶ■シ
_ |ョ ンの場を提供する。  ||‐      ‐    1          ■ .

ウ 平成1221年度から、一定の条件の下、.身体障害者福IIL法 (‐昭和24年法律第213・
■号)i llゃける身体障害として、新たにF臓機能障害の■部|こついて、障害認定の
| ‐ 対象とされた:その認定を受けた者の肝臓移植、肝臓移植後の抗免疫療法とそれ‐
| らに伴う医療については、自立支援医療 (吏生医療)の対象とならで|ぉり、3'き |

続き当該支‐援を継続する。_      |             ‐   .
平 国は、肝炎から進行した肝硬変及ひ肝がんの患者に対する更‐なる支援の在り方
| ■について検討する上での情報を収集すぅため、肝硬変みび肝がん患者に対する肝

‐
‐炎医療に1関する現状を把握するための調査及び研究を行う。        ●|

(‐
3)“域の実情11応した肝炎対策の推進  ヽ        :
1都道府県においては、肝炎対策基本法め趣旨に基づき、都道府県単位での肝炎対策‐
を推進する|ための計画を策定する等、地域の実情に応じた肝炎対策を講じるた

.め
の体

1制を構築し、1管内市区町村と連携した肝炎対策を推進することが望まれる。
.また、地方公共団体は、積極的に(国をけじめとする他の行政機関との連携を図り・
つつ肝炎対策を講じることが望まれる。  ‐

(4)国民の責務に基づく取組                    ‐■

肝炎対策基本法第6条の規定に力)んがみ、肝炎対策は、肝炎患者峯とそめ家族奪 :

を含めた国民が主体的かつ積極的に活動する必要があり、以下の取組を準めること|

が重要である。

ア 国民■人す人が、肝炎は放置すると肝使変キ麻がんとぃぅ.重駕な‐病態人L蓬|
| 1展する可能性がありt各人あ健康保持tl重大な影響をもたらしうる疾病である,
. ことを理解した上で:少なくとも二回は肝炎ウイルス検査を受験して自身の肝
条ゥイルス感染の有無について、早期に認識を持うよう努めること。●

‐ イ 1国民一人一人が、肝炎 ウイルス
^の
新規感染の可能1性がある行為にっしヽそ正

| しい知識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。またt肝炎ウイル/  
不の感染|こ関する知識が不足していること等により、肝炎患者等に対する不当
な差月1や、それに伴う肝炎患者等め精神的な負担が生じることのないよう、正

しい知識|1基づく導切な対応に努めること。

(FI喜

政軍霧驚』栞霊凛::彙量:壇.:ユし(11111章二募働夫臣巖t肝表晨斎ll申する状

‐    |  |‐  ,     |‐  |‐‐‐念4 ‐  ・



況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果に関する評価を踏まえt少なくとも:5年ごと

に、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要があると認めるときは .ヽこれを変更しなけ
ればならない6」 :と されている。

|

本指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえt活条対策を総合的に推進するために基本と

なる事項について定めたものである
`今
後は、本指針に定める取組を進めていくこと

となるが、国、地方公共団体等における取組について、定期的に調査及び評価を行い、

肝炎をめぐる状況変化を的確にとらえた上で、必要があるときは、策定から5年を経

過する前であつても、本指針について検討をカロえt変更す.るものとする。

?5
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資料 2

肝炎対策基本指針に望むこと

肝炎患者が安心して暮らせるために

平成21年 10月 25日

阿部 洋一 天野 聰子 木村 伸一

武田せい子 平井美智子 松岡 貞江

1.減らない肝硬変・月干がんによる死亡者

・ 肝硬変 E月干がんによる死亡者数
4万 3千人/年 (肝がん3万2千人)※ 1

・ 原発性肝がんの99%は肝細胞がん
肝細胞がんの90%は 3・ C型ウイルスが原因(C型 75%)

・ 肝硬変からの発がん率が高い
年率8%の発がん率、重度の肝炎⇒5% ※2

0他のがんに比べて対象者がはっきりしている
スクリーニングの対象者を囲い込むことが可能

適切な肝炎対策で犠牲者を減らすことができる

※1平 成20年人自動態統計より ※2第 15回原発性発がん追跡調査より

、
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2.肝硬変・月干がん患者の置かれている状況

現在の治療法では根治せず進行するのみ

治療法が進んでも肝がんの死亡率はなお高
い

「有効な治療法がないまま死が近づく」恐怖

何度も繰り返す再発がんとの闘い ヽ

長い闘病・失業・生活難・死の恐怖

3.かかりつけ医受診の現状
・ 肝機能(AST・ ALT)が高くても治療しない
。肝庇護剤の治療が適切でない
。鉄の検査や潟血の治療をしてくれない

0肝炎が重篤にならないと専門医に紹介しない
。画像診断技術が低く肝がんの発見が遅れる

不適切な医療のために、肝硬変・月干がんヘ

の進展に歯止めがかかっていない

:′ ι



4.進まないウイルス検診とIFN治療

平成13年有識者会議報告書でスクリーニングが重
要とされながら、今なお、loO万人以上の自覚してい
ない感染者がいる

平成20年度及び21年度で医療費助成を受けた患者
は約7万人に過ぎない

現状の対策で十分なのか ?更なる対策が必要な
のではないか ?目標を立てその達成度を検証し、
不十分であれば、新たな対策を講じる必要がある

5

5.私たちの求める社会
(1)すべての感染者が感染を自党している

(2)IFN治療の適応のある患者はすべて治療を受けている

(3)すべての肝炎患者{肝硬変・月干がん含む)が居住する地
域に関わらず適正な治療を受けている

(4)収入が足りないことを理由に治療を受けられない患者
は1人もいない

(5)肝炎により働けない患者には生活支援がある

{6)肝炎であることで社会から偏見・差別を受けない

私たち患者は、このような社会が5年後に
実現していることを強く望みます

′ ヽ
1
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6.今回示された基本指針{案 )について

(1)取組むべき課題はあるが目標が明示されていない

目標と達成時期を明記し、達成度合いを
検証すべき

{そのための評価基準を明らかにすべき)

60歳以上フ5%  肝硬変・月干がん患者の増大
60歳台 25%  IFN治 療可能者の減少

もう待てない肝炎対策 :黎,ここ5年が正念場 !

※数値は紫波町肝炎検討会H22年

6.今回示された基本指針(案 )について

(2)すべての国民が少なくとも1回ウイルス検査がいつまでか?

・すべての国民が1回ウイルス検査を受けられる体制を、
いつまでに整備し、国民の意識に浸透するのか、その
制度は利用しやすいのかが重要

◎平成14～ 18年の5年間の三鷹市のC型肝炎検診
陽性者 215名 診断が特定 207名 の内訳

無症候性キャリア 約48%慢 性肝炎 約42%
肝硬変 約80/o肝がん 約2.4%
(5人⇒全員70歳以上、40人に1人が肝がん)
盛盪童の早期発見が死亡者“医療費を減らす第丁歩 :´

ぶ0



6。 今回示された基本指針(案 )について

(3)肝硬変・月干がん患者の実態調査もせず、支
援策を何ら講じていない

肝炎対策基本法附則第2条「肝炎から進行した肝硬変・

肝がんの患者に対する支援の在り方については、これら
の患者に対する医療に関する状況を勘案し、今後の必
要に応じ検討が加えられるものとすること」とある。

肝硬変・月干がん対策の有効な施策が
何ら示されていない

6.今回示された基本指針(案 )について

(4)かかりつけ医のレベルアップ策E病診連携体制で
の役割などが明確でない

・各地域の病診連携体制の整備とかかりつけ医のレベ

ルアップの重要性は従来から指摘されていたが、未だに
地域では、その対策が進んでいない。
・病診連携体制における「かかりつけ医」の役害1・診療内
容が明確にされていない。

従来の延長線上にない新たな対策が必要
・ 山梨県肝炎保健指導推進モデル事業・三鷹・武蔵野方式C

型肝炎地域連携パスなどのリソースの活用

ヽ ,

ご 二



6,今回示された基本指針(案 )について

(5)IFN治療者を増やすためには?

・「治療休暇制度」が必要とする疾患は他にも存
在する。それらの疾患もあわせて制度を検討す
るべき
※平成21年 11月 衆議院厚労委員会決議「肝炎対策の推進に関する件」第
4項「肝炎治療のための体職・体業を余儀なくされた患者に対する支援の
あり方について早急に検討を行うこと」とある。

0専門医ヨ専門医療機関が関わつてIFN治療をす
る肝疾患診療体制の確立を急ぐ必要がある
口FN治療の

'・テーラーメードのFN

6.今回示された基本指針(案 )について

(6)各都道府県に委ねて基本理念が実現するか。

肝炎ウイルス検診は地方自治体単位で行われ、主にかか

りつけ医で実施されるため、専門病院とかかりつけ医及び
自治体との「医療連携」を通じて初めて効果をあげられる、
といつても過言ではない。肝がん撲滅を共通の目的として

掲げ、地域に根差した医療連携体制を構築することにより
その目的を果たす必要がある。※がん診療における地域連携パスより

基本法の基本理念の実現には、国と地方
自治体の協働が必要(特に、国のリーダー
シップ)

ぎ懲



7.肝炎対策基本法【前文】に照らして
。「国内最大の感染症」「重篤な疾病に進行するおそ
れ」「早期発見や医療へのアクセスにはいまだ解決

薬害C型肝炎やB型肝炎訴訟以外にも肝炎ウイル
スの感染については「国の責めに帰すべき事由に
よりもたらされ、又はその原因が解明されていな

出誌潟彗勢健籠熙鍾覇幾債婆5。
「これらの者に対する良質かつ適切な医療の提供を
生保するなど、肝炎の克服に向けた取組を一層進

8.肝炎患者救済の責務
肝がん死亡率 (粗死亡率)の国際比較 (人口10万人対 )

(独 )国立がん研究センターがん対策情報センター資料より

日本の肝がん死亡者は過去の医療行政などによる人災とも言える。
世界の歴史に無いような、未曾有の大被害の犠牲者を救う施策を、国は
予算が無いから、出来ないと済まされることでしょうか。

基本法第8条には「

本

ｏｏ３

日
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(2001) 椰
四
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四
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０

イ
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●

オーストラリア

(2001)

男性 50 175 56

女性 166 41 35 53 47 24

の

ならない」となつています
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9.患者アンケートより
【闘病期間】

①10年未満133%② 10～ 19年434%③ 20～ 29年 265%④ 30年以上16_8%

【患 者 の 声 】

◇C型肝炎、自己免疫肝炎、脂肪肝でINFが使えず、友の会定タリ会や会報で最
新治療方法を知ると気が迷入つてしまいます。GO丁、GPTが150～ 180で週3回
強ミノを点滴して上昇を抑えていますが通院が大変です。(60代女性埼玉県)

◇肝臓病をわずらつて約47年になる。INF治療3回、ラジオ波焼灼療法12回、塞
栓術3回、肝切除1回等により高額な医療負担との闘いでありました。現在ウイル

スはマイナスになりましたが肝硬変から肝がんになり治療を行つています。肝炎
治療に先駆者的な立場にあつた肝がん患者に対して早急に治療費等の支援を
すべきと考えます。(60代男性大阪府 )

◇今年の4月 にがんが見つかり手術をしました。8月 にまたがんが出て10月に
入院手術です。私は73歳です。もうあきらめています。若い人たちはこれからで
す。一日も早くいい薬を作つて下さい。(70代女性岩手県)

10.指針 (案 )は患者の思いに応えているか
患者の思い

１

２

３

肝炎患者等の医療費・生活支

4,

治療薬・治療法のなどの開発、保険認可
最適な治療が受けられる診療体制
(専門医療機関とかかりつけ医の連携)

ウイルス検査の受診率向上   ※日肝協アンケートより

基本指針 (案 )は

・医療費口生活支援拡大などが示されない
・主要な施策の目標・達成時期が示されていない
・これから調査・研究など今後やって行くことが多い
・医療体制の構築など地方公共団体に委ねている

8ご項



11.最後に

昨年の「肝炎対策基本法」の成立は私たち肝炎患者等にとっ
て、画期的な法律であり、基本指針に大きな期待を持ってい
ました。

基本指針は患者の将来に希望が与えてくれるものと考えて
いましたが、基本指針 (案 )は「これから検討していく」というよ
うなもので、患者の思い・願いがかなえられるか、まだまだ不
透明です。

私たち患者、特に高齢者 ,重篤な患者は時間がないという現
実があります。

今一度、「基本法の趣旨」と「患者の現実」などから「基本指
針に何が必要か」を委員の皆様に考えていただければと思
います。                  ~

ごわ



会員の声 (日肝協アンケニト)    .
| ‐ 【埼玉県】               ■                         i!|(60代

女性)年金暮らしあ為、今後の医療姜や通院芳法が′心配です:もつと高齢になると体力的にも

■|■ 遠芳の病院には行けなくなると思います。来、他の病気の併発もあわせて考えるから■・。          ‐
|  ■.(6o代女性)Cttt自 己免疫肝炎、脂肪庁でlN軍が使えず、友の会定例会や会報で最新治療方法を
|1知ると気が迷入つてしまいます:GOT、 GP↑が160～ 180で週3回強ミノを点滴して上昇を抑えていま
|   すが通1院が大変です。
|`70～表)1条尋1者は通時で費

.用
も掛うます:他あ鵜気、おら精神的不安に力|え経||だも1募し.: ‐  |

|  ています6検査
=治
療費の特別配慮が得られると助かります。   |         ■

| . (70代女性)肝炎治療ノ∵卜(例えば母子手帳様なもので診断等の重要事項、正式な病名、ステ■ジ    :
‐ 、治療方針、その効果等を病院側が記入して患者に渡して貰えるノニト)のようなものを自治体で出し「

(| | ,て
鉢し,｀|力生このiミユニケTションもとりやすいと思う6              ●: ■     ‐

‐   【大阪府】.: : ‐ .                      : |        ‐
(70代男)国の本当の責任を痛感して欲しい。弱者排除のしきたり。信用出来ない(自分のタメだけを|

■ 考えている) |                      ‐

.(60代男性)肝臓病も糖尿病と同じく、種 の々全身症状がでるが栄養管理等のバックアップが少ない|

(oO代男性)年類がすぎでおり多年に渡りますので真小板も少なくlNFが打てないのは、死ぬのを待
つ様でうらいです。xt長年の医療費がかさみ医療費の無料化をお願いしたいです:長く生きる事

‐  ■ヽ め不安もありますし自分が悪い遊びでこの様にならためでぁればあきらめも付きますが、原歯ぶ分‐  ‐
| |  からないのでっらいです。   ~  '                             ‐
: :(60代男性)肝臓病をわずらつて約47年になる。高額なINF治療など3回、ラジオ波焼灼12回、塞栓 ‐
‐ ‐術3回 t肝切除1回等により高額な医療負担との問いでありました6現在ウィルスはマイナスになり,まし  |:.   たが肝硬変島肝がんになり治療を行つています。(中略)・肝炎治療に先駆者的な立場にあつた肝が |  ‐
■ん患者に対して阜急に治療姜等の支援をすべきと考えます6

:●  (7o代女性)C型肝炎はぃずれ肝硬変そして合併症、最後には癌人移行する慢性難治性ですのでt     l
‐もつと県や市の自1治体が昼者自身め症状をよく知る窓口があればと良いと願つています。, ‐       |
|(50代女性)肝硬変、肝‐がんは2級以上の,身体障害者にするべしだと思います。すく,に治る病気では|

■■ ないめで治療費が多く掛ります:仕事が出来にくい肝演変は生活費の保障もお願いいたします。       |
|:【岩手県】          ■■    |        |            ■ :

:   (70代女性)今年の4月にがんが見うかり手術をしました。8月 にまたがんが出て10月
に入院手術です。私は73歳です。もうわきらめています。若い人たちはこれからです。‐    |
| 1日 も早くいい薬を作つて下さい。                     |    ‐●11

1-  (30代男性B型肝炎)ノ lヽ学校のころパィキンと言われいじめられた:現在パニトで働き:
:今まであ医療費は親からの援助、年と共に病気。生活人の不安多々 あります。 |  ‐        |
(40代男性)内‐臓|の悪い人間は障害認定も受けられずt命を肖1って仕事をするしかない。|   |1   体めだるさ:手たのけしヽれんなど、自はもつと目を向けてほしい。  |     1 1       1
11(6o代女性)病:院に行っていれば良くなると思つていましたが、さうばり,治りませんでし|:
|  た:痛くもない病気なので甘く見がちです。 .              | :     |  :
.  (7o代女性)家株?なかに居ながぅ.「■ドク」です。ホスピスのよう|なところがあれば良 |

|いと患っています:  l l‐   ■i   l           ‐
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資料 3
肝炎対策推進協議会

会長 林 紀 夫 殿

日

F可  剖
`

天 野

木 村

洋 一

聡 子

伸 一

武 田 せ い 子

平 井 美 智 子

「肝炎対策の推進に関する基本的な指針 (案 )」 に対する意見

2010年 (平成 22年)9月

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員

委 員 松  岡 貞  江

今般、事務局より、肝炎対策の推進に関する基本的な指針の案 (以 F、 指針案といいます)
が提示されました。

しかし、私たち患者委員は、肝炎対策の現状に対する評価や問題点の洗い出しもなく、

t)ち ろん、その点についての委員間の議論もないまま、更に明確な視点が示されることな

く続けられたプレゼンや ヒア リングを 2回行っただけで、突然指針案が提示されたことに
ついて違和感を覚えてお ります。

また、国が 「働きかけを行 う」だけでよいとする記載部分 t)多 く、現在の政策を大きく

変えねばなるないという意識がなく、指針は抽象的な文言が並ぶだけです。

これでは我が国の将来の肝炎郊l策について具体的なイメージを描くことができません。

指針案がかようなものにとどまつている背景には、現状でかなり 11手 く進んでいるとい

う認識があり、かつ、かような対策は、国が主体となってやるものではなく、地方公共 |ヽ珂

体が i:体 となつてやるものだという意識が存するかのように感 じられます。

しかし、そもそもなぜ、ひとつの疾病についてわざわざ1劃別の法律 (基本法)が制定さ
れたσ)で しょうか。

また、現状に問題はないのでしょうか。先進諸国に比べて格段に月fがんなどの生じ亡者の

割合が多い我が1可において、検査や治療は適切に進んでいるといえるのでしょうか。そう

ではないことは、私たち患者が ・番よく認識 しております。

よつて、まず指針の冒頭および第 1の劇;分において、基本法前文の意義を具体的に記載
し、現状評価も書き込み、第 2以降の各論については、特に現状分析の必要な項日につき
詳 しい記述を加えるべきだと考え、以 ドの対案を示すものです (新たに書き加える部分を

赤字にし、削除する部分を網がけにし、コメント部分にマーカーを引きました)。

ご検討の程、お願い申し上げます。
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肝炎は、ガF臓の細胞が破壊されている状態であり、その原因は、ウイルス性、アルコ

ール性、「1己 免疫性等に分類され、多様であるが、今 |1月 F炎が1可内最 大級υ)感染症であ

ることは |り |′)かである、月卜炎は l」

/1Fiす ると月Fl更変・月11がんなどン、lltt fヒするのでル)っ て、

肝炎患者に′ヒつて将来′ヽの イ(安は計り知|れ ない ()の がある(

しか 1)、 ■オlま で月F炎の州 1賊に向けた道筋が |;‖ かれてきた I)の の、 IILlul発 見や |ク(療ヘ

のアクセスにはい ただに角ギ決すべきli果題が多い ササrオ ガリ、これ 彙で多く1/2月 |・炎焦l‐策が
進ど)′ジオしてき/・1が 、イくだに||「炎ウイルスに起1跡 }~る ||111更 変、||「がんな、ビに kろ タヒ亡者

・は
イ|:||114ノブノ、を超えてお り、 全111で進ν)レ・)オ tて いるウイルス検診や 7チツま費lりJ成 |1劇 1生 を 九｀イ
リ1lfヒづ

~′ ミきで′し)る  たた、 lFりす(患 ,iクリI〔体flJ1 1,各 都j重サ青鴫tで対k利 [|、1ばらつきがでし)り 、1也 1lk
に ヒ/う (は患者がilil切 な7台療を受ける■とが||1来ないI兄 1人である
:こに、 13型‖F炎 及び (｀ 型月「炎li係 るウイルス′、の感染につい Cは、|卜1の デiν)に 11}十 ミ

き '|卜山に Lレ)1)た らさオ1た ()t/91)イ「するうえ、ウイルス|プ |:|||:炎 患

`は
高‖i令化が進み、1),

気が重篤化 t、 |||^使 変 。|||‐かんに片 t人 ぐいる こ,tkでυ)ウ イ′レス||1炎 k寸 策は lllり 1:化
し/rい /´rめ (ノ )|り fり女イセllJり 1,k1l IFlズ 、1が |「1か ,L、  IFlち fヒ した||卜 1史変,人卜年σ)iどi計 ll kl,|イ )と 1妥 (ノ )

イ|:レ )ノノli りt｀ CI Ⅲ台t∵ 1灸 liヽ |さ オt(■ なかっ/´ 1

■メlドジυ)現状に力ヽんがみ、サ||:炎 対策″)kり  た1ヤ )推進を|ズ |ろ ただ)｀141,k22イ 111サ l l ll
ll 11炎 澪1策 サ!に 4く法が方LFiさ オlたυ)でル)り 、り1、 4く |‐旨

`)|は

、 ll」法イリ()条 1111に たヽうき策定 さオl

る 1)υ )でル)る  こυ)り ,ヽ 本|´旨弁|11おい (、 1ジ11ウ イノじス1プ |:サ |卜炎又|よ (｀ り||ドレィノしス1'|:サ |1炎 ()｀ス

ト
「ガ|‐炎 | ヒtヽ う )対策を総 r)的に||た進するオ1だ )に サlヽ本となる ;l卜 IJ!を定め、/)後 、ちtヘ
指rlに ムtづ き1可及び1也 ノブ公共|ヽ‖|卜、:[に ||li炎患 爆を含めた1可民、|ベリス

`1場

係者/k・ だか 体
と/rっ て、 11質 かつitt LJJな |クモリ

`(ベ

イlfや打11れ 111ナ‐‐ヒス`の
′
たメ見lti‖kり 利lれ 二ヽじ111クリ、 ウイ

ルスサ||´ 炎患者か
′
々′色ヽ t´ て7台療 t´ 、1子 米にイ(′友がな (ノ 11711111J(る ことを ||1旨 サ |)の たする

肝炎は、肝臓の細胞が破壊されている状態であり、その原因は、ウイルス性、アルコ

ール性、自己免疫性等に分類され、多様である。 しかしながら、我が国では、B型肝炎
ウイルス又はC型肝炎ウイルス感染に起因する肝炎患者が大きな割合を占めていること、
及び肝炎対策基本法 (平成 21年法律第 97号)前文の趣旨にかんがみ、本基本方針に
おいては、B型ウイルス性肝炎又はC型ウイルス性肝炎 (以下 「肝炎」という。)対策を
総合的に推進するために基本となる事項を定めるものとする。

何故基本法が定められたの力ヽ こついて記載された前文の趣旨を明確に書き込むべきである。



第 1 肝炎の予防及び月千炎医療の推進の基本的な方向
(1)基本的な考え方
肝炎は、適切な治療を行わないまま放置すると慢性化 し、肝硬変、肝がんといっ

たよりrl‐篤な疾病に進行するおそれがある。このため、B型肝炎ウイルス又はC型
肝炎ウイルスに感染 したことに起因して肝炎に罹患した者及び B型肝炎ウイルス又
はC型肝炎ウイルスに感染した者 (以下 「月F炎患者等」という。・ 1然、二こには、
肝炎に罹患 し、肝硬変、肝がんに進行した静も含む)が生活する中でかかわること
となるすべての関係者が肝炎に係る理解を深め、これら関係者の協力の下、肝炎患

者等が安心して生活できる環境づくりに取 り組むことが必要である。
また、月F炎対策を進めるに当たっては、肝炎患者等を含めた国民の視点に立ち、

国民や関係者の理解、協力を得て、肝炎患者等を含む関係者が ―丸となって連携す
ることが重要である。特に、月F炎 対策は、肝炎患脅等の置かれた環境、病状に ,よ う

て異なるのであり、肝炎忠汗等σ)実態を調査し、その
′
た態に応 じた対策を講 じるこ

と、月F疾患による死亡者を減′)す ■となど具体的な日標や達成時期を設定し、定期

白勺に達ナリU虻 をli平 lHiす ることが|||:要 である

(2)肝炎に関する更なる普及啓発
B石1肝炎ウイル ス又は C′11肝炎ウイルス (以 下「月F炎 ウイルス」という。)は、感
染 して 1)自 覚症状に乏 しいことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識して
いて ()、 感染者が早急な治療のZ、要性を認識 しにくい。このため、13.l民一人一人が

自身の月F炎 ウイルスの感染状況を認職 し、肝炎に係る正しい知識を持つよう、更な

る普及啓発に取 り組む Z、要がある。

さらには、肝炎患考等に対する不合理な取扱いを解消し、また、感染経路につい

ての知1識 ィく足による新たな感染を予防するためにも、月F炎に係る IEし い知識の普及
がZ、要である。

(3)月 F炎 ウイルス検査の更なる促進

月干炎ウイルスσ)感染については、1イ)li[、 1侮 L″ 製々剤、 ル防接種等、感染糸准路が様 々
GI)り 、個人の過去の生活における感染リスクの有無を半1断することがlAl難である
ことから、肝炎ウイルス検査の受検機会を広く提供 し、国民すべてが、少なくとモ)^
|口 |は月F炎 ウイルス検査を受けることが日∫能な体制を整備 し、受検の勧奨を行 うこと
が必要である。

「感染経路が様々」とだけ記載するのでは、実体に即さない。わが国においてはt多くのケースが、

輸血、血液製剤、予防接種による感染(医原性)であるという事実を確認し、そのうえで、そのよう

な医療を受けた方(の感染)が特に重要であることを意識させるべきである。

И)適切な肝炎医療の推進
肝炎ウイルスの感染について認識 している月F炎忠者等の健康保持のためには、

lllll々 の状況に応 じた適りJな治療を受けることが重嬰である。

月F炎患者等に対する適切な|え療を提供するためには、専門的な力l識や経験が必要
であるため、個々の肝炎患者等は、肝炎の治療を専門とする医療機関 (以 ド「専門

|だ療機関」という。)において治療方針の決定を受けることが望ましい。
また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、継続 して適

切な治療を受けることがZ、要である。
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このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎医療を受けられるよ

う、都道府県において、地域の特性に応 じた肝炎診療体制の整備の促進に向けた取

組を進めるため、都道 llNl県 ごとに月「炎対策σ)推進 ri卜画を策定することが望ましく、

都i重 |ド∫りitと 1可、医療機関が 1分に連携する必要がある。

また、肝炎ウイルスの排除又は増殖を抑制する抗ウイルス療法 (月 F炎の根治目的

で行 うインターフェロン治療及び B型肝炎の核酸アナログ製剤治療)については、
肝硬変や月干がんといった、より重篤な病態への進行を予防 し、又は遅らせることが

可能であり、また、ウイルス量が低減することにより二次感染の予防につながると

いう側面があることから、引き続き、抗ウイルス療法に対する経済的支援に取り組

み、「l己 負‖tttσ )更なる削減を検「 |ヽするむ必要がある。

15)月 F炎患者等及びその家族に対する相談支援や情報提供の充実

月F炎患者等及びその家族の多くは、ウイルス性肝炎が肝硬変や肝がんといった、

より重篤な病態へ進行することに対する将来的な不安を抱えている、また、治療に

おける日1作用等、治療開始前及び治療中において、精神的な負lLlに 1貞面することも

多くあることから、これらの肝炎患者等及びその家族の不安や精神的負担の軽減に

資するため、肝炎患者等及びその家族への相談支援を行 う必要がある。

また、肝炎患者等やその家族を含む|コ民の FI線に立って、分かりやすしν情報提供

の強化について、取組を進めていく必要がある。

(6)月f炎医療をはじめとする研究の総合的な推進

月十炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変、肝がんといった重

篤な病態に進行する。このため、月F炎のみならず、月F炎から進行した月11硬変や月Tが

んを含めた月F炎医療の水準の向 11等に向けて、月T炎に関する基礎、臨床、及び疫学

研究等を総合的にlff進する必要がある。

また、月F炎患者等の負lll軽減に資するよう、肝炎対策を総合的に推進するための

果盤となる行政的研究についても進める必、要がある。

第 2 月F炎の
「
防のための施策に関する事項

(1)今後の取剰1の方針について

感染経路についての知識不足による新規感染を予防するため、すべての国民に対

する月F炎についての 1[:しい知l識の普及が必要である。特に、ピアスの穴あけ等の血

液の付着する器具の共有、性行為等、感染の危険性のある行為に興味を抱くように

なる年代に対しては、肝炎についての 111しい知識と理解を深めるため、集中的かつ

効果的な取組が必要である。

(2)今後取料lが必要な事項について
日常生活 11の感染 予防の留意点や、集 [ヽ引生活が営まれる施設ごとの感染予防ガイ

ドライン等の作成を行 う。また、特に医療従事者等の感染のハイリスク集IJを 中心

として、 13型肝炎ワクチンの有効性、安全性に関する情報提供を行 うとともに、 4ゝ

ての rど もを気l‐象とした同リクザゥ υ)ル防1妾種を検 if寸する ,

第 3 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
(1)今後の取組の方針について

肝炎ウイルスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウイルス検査については、
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健康保険組合や事業主等の多様な実施主体において実施されていることや、プラ

イバシーに配慮 して匿名実施されている場合があること等から、当該検査の受検

状況の実態を把握することは困難である現 r[休1難な状況にある。

また、肝炎ウイルス検査未受検者や、受検 しているが検査結果を正しく認識して
いない者等、いまだ感染の事実を認識 していない肝炎患者等が多数存在すること

が推定される。

したがって、今後は、下記の方針に基づき、適切な肝炎ウイルス検査の一層の推

進を図るとともに、受検者における受検結果の正しい認識を促 し、必要に応 じて

適 LJlな受療につなげることが重要である。
ア これまで実施 してきた月「炎検査の体制をより拡充し、すべての国民が、少な
くとも ‐回は月F炎 ウイルス検査を受けることが日∫能な肝炎ウイルス検査体制

を整備構築 し、そσ)効果を検品Fするt

イ 感染経路の多様性にかんがみ、すべての国民が、少なくとも 回́は肝炎ウイ
ルス検査を受けることが必要であることについての普及啓発を徹底するとと

もに、輸 111、 liL打た製斉1、 ■1方接種 (特に
'防
接種にあつては、かつて予LttJ児期

に義務として子Jわれていたうえ、H召和 63イ 11ま で注身、l針の連続使用がなされた
いた)に よって感染することが多い事実も川力|し たうえ月干炎ウイルス検査受検
勧奨を行 う。

ウ 肝炎ウイルス検査の受検結果について、受検者各自が正しく認識できるよう、
検査前及び検査結果通知時において、肝炎の病態等に関する正 しい力l識につい

ての情報提供を徹底する。
工 肝炎医療に携わる者が、最新の肝炎検査に関する知見を修得することは、適
りJな治療方針の決定や、患者への適確な説明を行 う上で非常に重要である。こ
のため、肝炎1項療に携わる者に対する研修の機会を確保するZ、要がある。

(21 今後取組が必要な事項について

11記の方針を実現するため、引き続き、現状の取組を推進するととく)に 、新たに

下記について取 り組む必要がある。
ア 国は、現行の「特定感染症検査等事業」及び「健康増進事業」において行
つている肝炎ウイルス検査について、実施主体である地方公共団体に対し検査

実施とその体制整備を働きかけるとともに、検証のための指標を設けるものと

する。

国は、地方公共団体ごとに1干炎対策推進計画を策定するよう求め、併せて同

計画のなかで地方公共団体の実情を踏まえた具体的な目標を記載するよう要請
し、目標達成程度に応じ、情報提供や指導を行うものとする。

各地方公共団体の自覚を促すため、各地方公共団体に推進計画を策定させることが望ましい。

また、その際には、具体的な目標を設定することが望ましい。

前回の議論では、およそ数値目標を設定することが困難であるかのような議論がなされてい

たが、国が把握できる数値や、従前たら統計上明ら力ヽ こなつていた数字も存するのであって、

数値目標が全く困難だというものではない。

また、モデル地域を定め、その地域における達成度を検証するという手法も考慮されるべきで

ある。
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イ 国は、肝炎ウイルス検査の実施について、実施主体である地方公共団体に対
し、住民に向けた広報の強化を要請する。あわせて、産業保健に従事する者や、

医療保険者、事業主等の関係者の理解 と協力の下、引き続き、労働者に向けた

受検勧奨を実施 したうえ ご、||1前検診等び)更なる対策を講 じる、ltヒ とする〔

ウ 国は、多様な検査機会の確保を日的として、医療保険者や事業主が労働安全
衛生法 (昭和 47年法律第 57り に基づく健康診断の機会をとらえて実施す
る肝炎ウイルス検査については、継続 して実施されるよう働きかけを行 う。あ

わせて、事業主が実施する場合の検査結果の取扱いについて、プライバシーに

配慮 した適正な通知と結果の取扱いについて改めて周知する。
工 国は、月f炎 ウイルス検査の受検前及び結果通知時において、受検者各自が、
病態、治療及び予防について J:し く認識できるよう、分かりやすいリーフレッ

トを作成 し、地方公共団体や健診|]体等を通 じて、広く受検者に配布する。

オ 国及び都道府県は、医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査
について、医療機関から受検者にその検査結果について適切な説明がなされる

よう働きかけを行 うととt)に 、そσ)効果を検 111す る.

力 国は、独 立行政法人国立国際医療研究センター肝炎情報センター (以下「肝
炎情報センター」という。)に対し、日立国際 |べ療研究センターの中期目標及び
中期計画に基づき、拠点病院等指導的立場にある医療従事者に対 し、最新の知見

を踏まえた肝炎検査を含む肝炎医療に関する研修が行われるよう指示する。

第 4 月F炎医療を提供する体制の確保に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎ウイルス検査の結果診療が必要と判断された者が |べ療機関を受診しない、ま

た、たとえ医療機関を受診 しても、必ずしt)適切な|え療が提供されていないという

問題点が指摘されている。11は 、その
′
足態をlナ1杏する等げ)リブ法 ご、11げ )力 itl尺を分lli

し、|サ itlNに 黒}応 した熟1策を
“
苗Lる .と ヒ1)に 、このため、 下記の方針に基づき、肝炎

患者等の〒.期かつ適切な治療を更に推進していく必要がある。

ア 都道府県が設置する肝疾患診療連携拠点病院 (以 ド「拠点病院」という。)
を中心とし、専PЧ Iべ療機関とかかりつけ|えが 1/1働するイ1絲「lみ として、地域にお

ける肝炎診療ネットワークの構築を進め、すべての月F炎患者等が |‖‖llクコメ(機 1月

における I年 |‖ l的ウdi)と を
ノ
|:か tた継続的かつ適切な医療を受けることができる体

制を整備する。

イ 地域保健や産業保健に携わる者を含めた関係者の連携、協力の下、肝炎患
者等に対する受療勧奨及び肝炎ウイルス検査後のフォローアップを実施するこ

とにより、肝炎患者等の適切な医療機関への受診を進める。

国は、受療勧奨及びフォローアップの効果を定期的に検証し、一定の指標の

もとに、陽性判明者の受療する率を高めていくことを目指す。

ウ 月F炎患者等が、労働と継続的な受療を両 アヽさせることができる環境づくりに
向けて、引き続き、事業主、産業保健関係者、労働組合をはじめとした関係者

の協力を得られるよう、必要な働きかけを行 うとと 1)に 、法整備お 彙び法的な

支援の必要性に/,い て検 Ii、|す る

工 肝炎患者の経済的負担軽減のための肝炎医療費助成の実施及び肝炎医療に
係る諸制度の周知により、月F炎の 1■期かつ適切な治療を推進する。
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121 今後取組が必要な事項について

上記の方針を実現するため、引き続き現状の取組を推進するとともに、新たに下

記について取 り組む必要がある。

ア 国は、地域保健や産業保健に従事する者が肝炎患者等へ提供するために必要
な情報について整理 し、分かりやすく効果的に提供するための情報ツールを作

成する。

イ IJは、患者‐ヽ の情報提供の重要性に鑑み、1可・地方公りtl、1体に 員る情報提供
1/9あ リルを検 li寸 し、通りJな情報提供のための施策を講ずるt
ウイ 国は、拠点病院等の医療従事者を対象として実施される研修を効果的に進
めるため、研修計山iを策定する。また、地域における診療連携体制を強化する

ため、月F疾患地j或連携 クリニカルバスの作成等、拠点病院が行 う研修への支援

方法について検言、lする。
f・  1可は、月F疾患専llll医 でない医師が月11疾患協ノ」医療機関に指定され /D場 合、1司

1矢師が ・定期間内に月|:疾患治療に関する研修を受けることが望ましい|1可はそ
1/9研修´ヽ1/p支援 ノブ法に′)いて検 r;ヽ1する、,ま た、1可は、月「疾患協ノ」医療機関に指
定されない場作でル)っ て 1)、 月F炎忠 F等 を診察・治療する1欠出liは研修を受ける
′∠、要IVI:が |「れ 二ヽ,ヒ を1'(例 tiす

^る

オウ 1司は、職場における月F炎患者等に支lする理解を深めるため、肝炎σ)病態、

治療方法及び望ましい配慮についての先進的な取組例を分かりやすく示した

リーフレット等を活用 し、各種事業主 |ヽJ体を通じて配布する。
カエ 国は、月F炎医療費助成制度、高額療養諸制度、傷病手当金及び障害年金等
の肝炎1医療に係る既存の制度について、分かりやすくまとめたリーフレット等

を作成 し、月11炎の治療を進める際に医療機関や肝疾患相談センター等における

活用を推進する。

キオ 月F炎情報センターは、月F炎医療について、最新情報を収集し、月F炎情報セ
ンターのホームページ等に分かりやすい形で掲載することにより、医療従事者

及び ‐般国民に向けて可能な限り迅速に周知lを図る。
ケ llJlt、 サ||‐ 炎忠 κ■卜か、

′ソj・働と利|(続的な受り1(を |メ liヾ″Cき ているか li´ )いて実態

Iり‖F下を子「い、 1人ル色にルL:t ご法幣研li才 ,kび法的 /r kl媛σル∠、1薯 |プ |:|ニ ン)い て検 I:、 1司
^イ
)

第 5 肝炎の 予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
(1)今後の取組の方針について
新規感染の発生を防ぎ、肝炎に係る|べ療水準を向 11させるためには、月F炎の予防

及び |べ療に携わる人材の育成を行 うことが
′
白:要である。

このため、 ド記の方針に基づき人材育成に取 り組んでいく必、要がある。
ア 新規の肝炎ウイルス感染の発生の防止に資する人材を育成する。
イ 肝炎ウイルス感染が判明した後に適切な治療に結びつけるための人材を育
ル児づ
~る
.

ウ 月F炎医療に携わる者が、最新の月F炎検査に関する知見を修得することは、適
りJな治療方釜卜の決定や患者に対 し適確な説明を行 う Lで非常に重要であるた
め、肝炎|え療に携わる者の資質向上を図る.,

工 地城における肝炎に係る医療水準の向 上等に資する指導者を育成する。

i
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121 今後取組が必嬰な事項について

ア 国は、新規の肝炎ウイルス感染の発生を防止するため、各施設における感染
予防ガイ ドライン等の作成のための研究を推進 し、当該研究成果について普及

策を講 じる。

イ 国は、月干炎情報センターに対し、国立国際医療研究センターの中期目標及び
中期計画に基づき、拠点病院等指導的立場にある医療従事者に対し、最新の知

見を踏まえた肝炎検査を含む肝炎医療に関する研修が行われるよう指示する。

第 6 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
(1)今後の取組の方針について
月F炎研究については、これまでの成果を肝炎対策に適切に反映するため、研究実

績を総合的に評価、検証するとともに、今後、行政的な課題を解決するために必要

な研究を実施 していく必要がある。このため、 F記の方針に思づき、月F炎研究の効
果的かつ効率的な実施と研究成果の肝炎対策への適切な反映を促進する。

ア 今後の肝炎研究の在 り方について、「肝炎研究 7カ 年戦略」を踏まえ実地し
てきた過去の研究について評価を行つた_11、 当該戦略の見直 しを行 うとともに

肝炎対策を総合的に推進するための基盤 となる肝炎研究を推進する。

イ 月「炎研究について、国民の理解を得 られるよう、分かりやすい情報発信を推
進する。

12)今後取組が必要な事項について
」1記の方針を実現するため、引き続き、現状の取組を推進するとともに、新たに

下記についても取 り組む必要がある。

ア 国は、‖F炎 対‐策推進協議会υ)意 地を参考にし、「肝炎研究 7ヵ 年戦略」の評
価及び見直しを行 う。

イ 国は、肝炎研究について国民の理解を得られるよう、当該研究の成果につい
て分かりやすく公表し、周知を図る。

第 7 肝炎医療のための医薬 :鴇の研究開発の推進に関する事項
(1)今後の取組の方針について
ア 月F炎医療のための医薬置:の開発等に係る研究を推進する。
イ 月F炎医療のための|え薬 I枯を含めた |ズ薬品:開発等に係る研究が促進され、早期
の薬事法 (昭和 35年法律第 145写‐)の規定による製造販売の承認に資する
よう、治験及び臨床研究の活性化の取組を推進する。

ウ 肝炎医療のための医薬品を含めた、特に必要性が高い |え薬 Iマ :及び医療機器が
速やかに医療現場に導入されるために、審査の迅速化等の必要な措置を講じる。

② 今後取組が必要な事項について
ア 国は、月F炎等の医療水準の向上等に資する、肝炎医療のための 1短薬品の開発
等に係る研究を推進する。

イ 国は、肝炎医療のための医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験や臨床研究
を引き続き推進する。

ウ 国は、肝炎医療に係る新薬、新医療機器等については、優れた製品を迅速に
医療の現場に提供できるよう、有効性や安全性に関する審査体制の充実強化等
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を隊|る など承認審査の迅速化や質の向上に向けた取組を推進 していく。
工 国は、肝炎医療に係る医薬品等の うち、欧米諸国で承認等されているが国内
で未承認の |え薬濯:等であって、医療 L必要性が高いと認められるものについて
は、関係企業に治験実施等の開発要請の取組を引き続き行 う。

第 8 肝炎に関する啓発及び知徽の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
.(1)今後の取組の方針について
肝炎に係る IEし い知識については、多くの国民に |´分に浸透 していないと考えられ

るため、ド記の方針に基づき、より ´層の普及啓発及び情報提供を進める必要がある。
ア 肝炎ウイルス検査の受検を促進し、また、月十炎ウイルスの新たな感染を 予防
するため、すべての国民における、肝炎の予防、病態及び治療に係る Jiし い理

解が進静よう普及啓発及び情報提供を推進する。

イ 早期かつ適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及び治療に係る正
しい知識を持てるよう、普及啓発及び情報提供を推進する。

ウ 月F炎患者等が、不合理な処遇、待遇を受けることなく、社会において安心し
て暮らせる環境づくりを目指 し、月F炎患者等とその家族、遺族や、医療従事者、

事業キ:等の関係者をはじめとしたすべての国民が、月11炎に係るIEしい知識を持
つための普及啓発及び情報提供を推進する。

(2)今後取糾lが必要な事項について
11記の方針を実現するため、引き続き、IIL状の取組を推進するとともに、新たに

ド記の事項について取 り組む必要がある。

ア 国は、｀「 成 22年 5月 のWHO総 会において、 1比界月F炎デーの実施が決議さ
れたことを踏まえ、財 |ヽ月法人ウイルス肝炎研究り1オ団の実施する「肝臓週間」に

おいて、集中的な肝炎の普及啓発を行 う。

とりわけ、近年我が1可における感染中:例の報告がある急性 B型肝炎 (ジェノ
タイプA)li,い Cは、従来のタイプに比し性行為により感染が慢性化するこ
とが多いとされているため、HIV等 と同じく性感染症としての認識を促 し、
予防策をi昔 じる必、要があることについて普及啓発を推進する。

イ 1可は、肝炎患者等への受療勧奨活動として、医療保険者、|え師その他の医療
従事者の団体、産業保健に従事する者の団体、事業 }i団体等の協力を得て、月F

炎の病態、知1識や月F炎 |え療に係る諸制度について、普及啓発活動及び情報提供

を推進する。

ウ 国は、肝炎患者等や医師等の|え療従事者、産業保健に従事する者、事業主等
の関係者に向けて、各々の立場で必要な情報を整理 し、月F炎の病態や治療方法、

予防のために必要な事項についての分かりやすいリーフレット等を作成 し、情

報提供する。
工 llNlは、地域における医療機関において、月F炎に係る情報提供が適りJになされ

るよう、月F炎情報センターにおける情報提供機能を充実させるよう要請する。
オ 都道府県は、拠点病院の相談センターを周知]するための普及啓発活動を推進
する。

力 国は、事業主が肝炎ウイルス検査を実施する場合の検査結果の取扱いについ
て、プライバシーに配慮 した適正な通知|と 検査結果の取扱いについて改めて周

知する。
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キ 国は、月「炎患 ″等がヽ合理な処遇、待遇を受けることなくr11会において安
′由ヽして暮らせるよう、月「炎患昔等の意見を聴取しながら人権についての普及

啓発及び情報提供を推進するこ⇒第 9111(2)⌒ の移動が日「能

第 9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項
(1)月T炎患者等及びその家族等に対する支援の強化及び充実

① 今後の取組の方針について
ア 月F炎患者等やその家族が、肝炎と向き合いながら治療を含む生活の質の向 11
に取 り組めるよう、相談支援援体制の充実を図り、精神面でのサポー ト体制を

強化する。

イ 月十炎患者等が不合理な取扱いを受けた場合、肝炎患者等 一人一人の人権を尊
重 し、不合理な取扱いを解消するため、適切な対応を講 じることができる体制

づくりを進める。

② 今後取組が必要な事項について
上記の方針を実現するため、引き続き、現状の取組を推進するとともに、新た

に下記の事項について取 り組む必要がある。

ア 国は、都道府県と連携 して、肝炎患者等やそσ)家族等の不安を軽減するため
の情報提供、及び肝炎患者等やその家族等と、医師をはじめとした医療従事者

とのコミュニケーションの場の提供を推進する。

イ 国は、月F炎患者等支援対策事業を活用 した肝炎患者等の支援策の具体例につ
いて、分かりやすい事例集を作成 し、rll道府県へ配布する。

ウ 1可は、月F炎情報センターにおいて、拠点病院の相談員が必要とする情報につ

いて整理 し、積極的に情報提供が行われるよう要請する。

工 国は、地方公共1可体と連携 して、法務省の人権擁護機関相談窓 11の周知を図
る。

(2(51 111‐硬変、月Fがん患者に対する支援

(l)肝硬変、肝がん患者υ)「riかれている現状と今後のllx組のリブ針に/)いて
‖卜硬変、月|・が /レは根治的な治療法が少ないことか F,、 メリ1伯 :、 効果の日∫能性の

ル)る 発かん抑制斉Jυ )I認 |:I、 インターー‐ノェロン少 |:11こりUI投 ′ノ‐の |ケtソ1(費助サ」になどが

費りJ成に ll点が‖
Fiかれ、 ll篤化した月「硬変以降σ)患 者に対する支援の角:リ ノブに

ついては始ど検 li寸 されてこなか′,たり

他方、月F硬変・月Fがんに進展 した患だ
・は、 I「 lt化するほど多くの治療費を要

するうえ、我が国におけるガ「硬変・月「がん患者
・1/9多 くは 60歳以 Lのイ|・金/11活

者であレリ、力;jl人が進むゝ 1土 ど/li7:1が 1本1窮づ
い
るJ大′兄にま,る .ン 更に、 |「甜令化 |二 111い ll「

門医療機 1間 ´ヽグ)通 1完 |¬ 体が 1困難になってお り、妓寄りの |ク(サ1(機 1則などで適りJ/kN

治療を受けないまま病状を悪化させ、或いは、肝がんの発見を遅′,せてし姜う

1人 7兄にある(

こオl′ジを改善するただ)、 |ク|ソ1(費及び
′
11711費 σ)支援、医療体制の改翡`を |IL急に

′
丈方L」
´
る必:要かイ「・)~る υ)でル)/′ て、 そυ)たど)、 タスト

・
グ)取判tを li苫 じ ごいく

肝炎から進展する肝硬変、肝がんは、根治的な治療法が少なく、このため、肝

硬変、肝がん患者の不安を軽減するために、以下の取組を講じていく。

② 今後取組が必要な事項について
ア 肝硬変、肝がんを含む肝疾患については、医療従事者への研修、及び 「肝炎
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研究 7カ年戦略」に基づく研究の推進による治療水準の向上等が必要であり、
この取組を推進 していく。

イ 国は、都道府県と連携 して、肝硬変及び肝がん患者、肝炎患者等やその家族
等の不安を軽減するための情報提供、及び月干炎患者等やその家族等と、医師を

はじめとした医療従事者とのコミュニケーションの場の提供を推進する。

ウ 平成 22年度から、一定の条件の下、身体障害者福祉法における身体障害に、
新たに肝臓機能障害が位置付けられた。これにより肝機能障害の一部について

は、障害認定の対象とされ、その認定を受けた者の月1二臓移植、肝臓移植後の抗

免疫療法とそれらに伴 う医療については、自立支援 lk‐療 (更 /L医療)の対象と
なっており、り|き 続き当該支援を継統するとともに、障害認定υ)実態を調査し

丼「炎対
・
策推進協議会における議論をふまえ、制度σ)改善σ)必要性を検 lil―ケる。

※ 1`4ル 2ヽ2イ 116月 1811業有年月千炎り京告|ヽ月弁護卜1に無l寸~る 人ド:|,11答
「
(月 |:硬変・肝が/L患 み 、のに援のあり方につき、/1/J議会での意見を主ず1)っ (尊重し、
鳩 |「が作成するり11本指夕|に |り 1記 してほしい、 ヒ″)要綱にキ|し 、)サさ体的に|||′―議li命をビの
kう |´ たケν,ろ ″)か しいうニヒ|,ル)|まう}‐が、 り1ヽ本1旨針にそυ)議 :命を踏セえて'「 らしヽうt)
(ア)を作イ)ニ ヒ|´ なっ (お り■|ヴ )で、 1`1然そσ)1議論は大変lrlぃ 1)グ )′iヒ思っ C ttへ指rlを
)く ,ご たいりたい」

〕l ll11更 変、‖|・がんにりli状を悪化させた患者
・の治療実態、

/li活実態を調 Fヽするr

従前の文案では現状分析がなく、今後具体的に何をすればよいのかが明記されていない。

また、そもそも取組は、健康回復ぎ生活支援のためになすのであって、不安軽減のためになすの

ではない。よって、かようなトーンで書かれた「推進」すべき内容では不十分だと考える。

0(2)地域の実情に応 じた月F炎対策の推進
tll道府県においては、月F炎対策基本法の趣旨に基づき、地城の実情に応 じた肝

炎対策を講 じるため、相
`11府
りItl'11こ ll「炎対策に 1剛する協議会をliti夕

【
111マ, t/t、 111

は都 1山‖1り ltに 対 l、 同 |イカli為会υ)委 tt lし (、 患 イ。遺族を代表する者
‐
(碑 放71)及

ひ |lllく ‖|11″ )月 1炎 対策1ll当 者を選lFす るこ`ヒ 、、■1/2忠 イ
‐。遺族を代表するだマノ,選 IF

(f`|)′
‐っ C11、 |||‐炎忠 者が高‖i令化していろ二とに1胎 7/1、 イli歯令制限llつ き ltl吹 な黒lん L:

を,kν )イ )

都 1血好」りltは 、協l乱会や患静/p′ξ見を踏 主え月「炎爆1策 |イF進 ,:「画を((1成 する 11がヤ4
kt(、 |11lil・ FIIが作llkさ オlた場 r)は 、そげ)li「 F11に

'1に

づき||「炎対策の体制を構築 し、
管内市区町村と連携 した肝炎対策を推進することが望まれる。また、都道府県及び

市区町村は、積極的に、1可をはじめとする行政機関との連携を図りながら肝炎対策
を講 じていくことが望まれる。

ИX31 1司民の貞務に基づく取組
ア 肝炎対策基本法第6条の規定にかんがみ、月T炎対策は、肝炎患者等とその家
族、遺族を含めた1可民が主体的かつ積極的に活動する必要がある。
イ IJ民 ・人 一人が、肝炎は放置すると肝硬変や月Fがんという重篤な疾病へと進
´
展する可能性があり、各人の健康保持に重大な影響をもたらしうる病気である
ことを理解した Lで、少なくとも一回は月F炎 ウイルス検査を受検し、自身の肝
炎ウイルス感染の有無について、早期に認識を持つよう努めること。
ウ 国民 一人 一人が、肝炎ウイルスの新たな感染の可能性がある行為について正
しい知1識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。
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また、月千炎ウイルスの感染に関する知識が不足していることにより、肝炎患

者等に対する不合理な取扱いや、それに伴 う肝炎患者等の精神的な負担が生じ

ることのないよう、正しい知識に基づく適切な対応に努めること。

問14)定期的な現状把握による効果的かつ効率的な肝炎対策の推進
国は、肝炎対策をより効果的かつ効率的に推進するため、地方公共「]体等関係者
との連携強化を図るとともに、地ノブ公期寸1体が推進計山iを 定だ)た場合はそυ)計山iに

設|″)れた‖標の達成手|!度について定期的にIり月査 。評価を行い、地方公共同体の取

組について、定期的に調査及び評価を行い、改善に向けた取組を講 じていく。

(6)肝炎対策基本指針の見直し
月F炎対策基本法第 9条第 5項においては、「厚生労働大臣は、月f炎医療に関する
状況の変化をFJJ案 し、及び肝炎対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも 5年
ごとに、肝炎対策基本指針に検討をカロえ、必要があると認めるときは、これを変更

しなければならない。」とされている。

この基本指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえ、月F炎対策を総合的に推進するた

めに基本となる事項について定めたものである。今後は、基本指針に定める取組を

進めていくこととなるが、肝炎をめぐる状況変化を的確にとらえた _11で、必要に応

じ適
′
白:評価を行い、必要があるときは、基本指針策定から5年を経過する前であっ

ても、これを見直 し、変更することとする。
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,資料4

第 3回肝炎.対策推進協議会(8月 26日 )以降に

提出された各委員からのご意見 ,ご要望
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阿部委員-11

基本指針(案)にういての意見(追加)

平成 22年 9月 1日

肝炎対策推:進協議会

委員  阿部洋■
2項 肝炎の予防のための施策に関する事項.

(8項  (2)ア  にも関わる)
ジェノタイプAtt HBVの水平感染での‖B,持続感染者が増加していることがら

|
, 3項 i llT・炎.検査あ実施体制及‐か検査能力の向上に関つ|る 1事項       |

・ ウイルス検診制度が複雑であり事業の統一が必要:1県及び政令都市:中核都

市も同様の制度の下に進める。

・ ウイルス検診の費用が交付金のため、市田1なJ.|こより予算が確保できないこと

から、検診費用を全額国の費用で実施する6

1受診の段階から「IF炎患者登録制度」を創設し、「陽性者Jの受診勧奨、ィ
ンタ∵フェロン治療の勧奨などにもつな―げる。            1
,ll‐ liがんが発見された段階で「がん登録制度」に移行する:
「肝炎ウイルス検診率の目標値を3年以内に66%:と することを目指す。
・ これまでの検診で把握している受診率の公表(企業を除くなども可)

, ウィルス検診促進対策を実施する。クニポン券、企業出前検診
ふ職域の検診はプライバシ■に配慮し住民検診などに誘導し、検診結果の集約 `

を図る。       ｀

4項 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項 |
皿 昼t珍堕体L(専‐rl医療機関 1協力[療機関)の 1内容を公表する。
・肝炎患者が受療しやすいよう、肝疾患診療体制 (専門医療機関・協力医療機‐

関)リ ストを作成し、専門医数tイ ンタ|■プニロン治療実績 0月干硬変合併症・

肝がんなどの治療内容など診療機能と治療実績数を毎年公表する。   |
Ⅲ疾患地域連携クリ■カルパスの作成普及:ル掠准する̂ '|
・ 病診連携を作り上げるためにも、肝疾患拙域連携タリニカルィヾスを肝炎の種

類毎、病態などにより全国に作つてぃくことを求める。       i
協力医療機関 (かかりつけ医)医師の研修を,徹底する:   ‐   ′
・地域でのクリニックや診療所などのJ‐T・疾患尊Fi医でない医師が「月キ疾患協力

51    ,



阿部委員‐二́ |    |‐     ■|

医療機関 (イ ンタニフエロン治療や肝硬変:・ 肝がんの受療:支援医).に指定さ

れる場合は、その医師が‐定期間以内に、肝疾患患者治療療養支援研修を受

けることを義務‐づける。この研修|は、基:本的には二次医療圏ごと、あるいは

1県単位で開催するものどする:
■ |「 (肝疾患)健1康管理手帳Jの改善作成をするハ        |
| ・ウイイン不肝条研究財印が普及に努めている「手帳」を元に,してヽ 各地で取
| |り緯まれてぃる地域連携タリニヵル′(ネに基づk「肝1炎患者撃帳て普通手
‐
帳)1な どあ改善内容も豪うスれくこの機会に、:患者もがかりうけたも専|ヴ
1医
1‐辟疾患相談支援員ヽ 活用しゃすいものを作成し全国に普及する11 ‐

6:専 肝炎に関する調査及び研究に関する事項‐      ‐ |      |
て2)1今後取組‐みの必要な事項についで           |‐ ・
‐ ア 1国は|:り干炎研究 7ヵ 年戦1略」の評価及び見直しを行う。     |
■ 見直し:を行う場合は当協議会に図つたう.えで見直すこと,とする。1■ |‐

1項1府炎に関する藩発及ひ知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する|

事項 :   ||  ‐

|(2)今後取組みが必要な事項について
「肝炎ウイルネ感染者、の偏見差別を―防止するためのテキスト」を作成し:

業などに配布普及されることを求める。

・ 現在でも不当な扱‐いを労働や福祉現場で行われている:早急な偏見差,1め防

止を強化する具体的な取り組みが求められている。   |      ‐
19項| その他肝炎対策の推進に関する重要事項   ‐       ■  |
|(2).地域の実情に応じた肝炎対策の推進‐| ■    | |■    |

.́炎対策計画を作成するよう求める1    1     ‐ ‐ |
|

その委員に患者・遺族を代表する者を複数選任するこ―ととする。また1‐管内市

町村とt連携した肝炎対策を推進す.るため市町村代表も委員とする̂  ‐

各都導府県の「肝炎対策計画=以‐下対策計画」策定に当たうては、各都道府

県め肝炎対策推進協議会の意見を蘭|く ものとする。  ‐ :  ‐
各蔀遺府県|あ協議会にお|｀そ:1地域の実情に応じた肝炎対策の基本方針、自
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阿部委1員二③ l .

標などを決めた対策計画を策定する|  ‐.‐ |           ■
ざ各:都道府県の協議会は対策計画で定ゅた内容の準捗林況などを担撮.して国

に報告するも     '         ‐

0成功事例を公開し全国のレベルアンプを図るも    ―       ‐

(5)肝演変・肝がん患者に対する支援     ‐ 1       1

るように求める。       1     1    ‐
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天野委員一′1

肝炎対策の推進に関する基本的な指針 (案 )

平成‐22年 9月 1日‐

についての意見 ‐

‐ 肝炎対策推進1協‐議会委員
夫野聰子

準杏指針客 ?決定時期についその意見

‐
基本指針を策定するに当たってltt   ‐｀ |‐         ‐
`ウイルネ11炎:をめぐる現状及びこれ事をあサ1表対策の円逸1点を絶握するこ
不可欠な前提です`  :    

■■
とが維対

1 前口舞,日会議でpllら,ヽにな
`た
よう・に

J亀翼皇
委員力

Yl亀二脚
題点
輩
で
―
き
―
す
|||:る

「と―は言いかたしヽ段階で、拙速に基:未指

?.'各項目にうい,て の意几  :    ‐                 ‐

第 1 肝炎の予1防および1干炎医療の推進のX本的|な JJ~向   :      ‐    ‐

12γ 9行 日
「  :                   

…
1型 ,I炎 ウィノレイヌ|ま C艶肝炎ウイ

'レ

ス||‐
攣識
し
|た
ことに起囚して肝炎に黎出した

もの→詳炎
=許
1硬変、1藤がんに罹患したもの| :に訂正する。       |

‐
     |                || | | |         

｀

策7. "1炎 Iの―
~Fp防:のための施策に関する事項‐               ′ ‐

|(2).今 後取組が必要な事項にういて                _
||(ジ ェノタイプA型のB型肝炎ウイルス?水 11感琴での持織感染者の増加がみら :

|‐  れる|となり),型肝業感馨を防ぐためlil、 1ヽ覚全員を対象とする日型詳奥ウリ
ァン投与を検i計す.る ことを明記する。|                ‐

第31 肝炎検査の実施体制および検査能力の向上に開する事項 ‐ ,     | ‐|

l機案篤
=‐

呪む′鴨らヽ穏  滋こ、こ話11
受:療勧奨tイ |ン タ‐7■ ■ン治療勧奨等にうなげる体制を撃え、1結果をデニタベー
‐ス化する。 ―          ‐

|・肝発力ヽルが発見された段階で「がん登録制度」に移行する:  |    |‐■ |
.・ ウイィレス検査の費用は金額国が負担する:          ‐  '   II
I｀ ク■ポン券肇イテ、企業出前検診など効果的なゥィノィス検査促

‐
進を、全てあ市‖十村‐

を対象として実施,■る:           :           
‐  ‐

1職城の検診 11、 |プアイ‐バシ
こに騨慮し下年1綺診などに誘導し、検診結果の集約

を図る。|       ・     ||‐              ■

:肝
～
ウイルネ検養にういて、実情議査

IⅢⅢ I綱轟しそ今後Ⅲ森●森為:真孫‐|
的な自練などをためる。     ■・ ■・            ,|‐
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1夫野委員■

第4 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
肝疾患地域導携クリニカルバスの作成普及   ■| ‐
「病診連携‐を作り上げう́ためにも、肝疾患の病態ごとの地域連携クリニカルパスを

作成し、全国に普及することを求めるb

協力優療機関 (かかりつけ医)医師σ研修  |          ‐     ‐
。地域の診療所などの肝臓専門医でない医師が,肝疾患協:力鷹療機関」(イ ンタ■ プ

ェロン治療や肝硬変・肝がんの受療支援医)に指定き,れ る場合は、その医師が■定
期間以内に、月干疾患患者治療療養支援研修を受けることを義務付ける。この研修
は、都道府県ごとあるいは二次医療圏ごとに開催するものとする:
「 (肝疾患)健康管理手帳」の改善作成 '  |‐        ‐

・肝炎患者が受療状況を把握するために、|ウ イルス鷹菱
‐
研究財団が普及に努あてし`

る手帳を、とにして、各地で取り組まれている地域連携クリニカルパスに基づく
「肝炎患者手帳 (管理手帳)」 などの改善内容も取り入れ、患者もかかりつけ医も、

|

専門医、肝疾患相談支援員 も活用 しやすい 「肝疾患健康
‐
管理手帳」 を作成 し、全

国に普及す る。     .
肝疾患診療体制の公表         ・

0都道府県ごとに肝疾患診療体荊 (専 門医療期間■協力医療機関)リ ス トを作成し、

専門医数、治療実績、肝硬変合併症・肝がん等の治療内容など診療機能と治療実

績を毎年公表する。         1         `       |

第8 肝炎に関する啓発及び知識の普及ならびに肝炎患者の人権の尊重に関する事項
。(ハ ンセン病、HIVに ならい)「月干炎ウイル不感染者、の偏見差別を防止するた
めのテキス ト」を作成し、学校教育■老人・障害者福祉施設、保育幼稚園施設、スポ
ーツ施設、保健所、市町村、企業などに配布普及する。

第9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項
(2)地域の実情に応じた肝炎対策め推進 i          ・
・各都道府県においては、地域の実僣に序じた肝炎対策の基本方針t全体目標、真
体的な取り組みを含む F肝炎対:策推進計画Jを策定する。
・国民の視点に1立 って肝炎対策を推進:するために、各都道府県の肝炎対策協議会に

おいても国と同様、忠者等及びその家族又は遺族を代表する者を複数選任する。

また、管内市町村と連携して肝炎対対策を推準するために市町村代表も必ず選任

する。

・各都道府県の協議会においては「肝炎対策推進計画J`の 実施内容の把握 と評価 を

行い、国に報告する。

「成功事例を公開し、全国のレベルアップを図る。           |

(5)肝硬変・肝がん患者に対する支援
・肝硬変.肝がんの病期にある患者に対しても支援対策を講しなければ、患:者め面

２

一
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‐天野委員■OI    ■ |    ■|               | ■ 1
での支援1策|の偏りが発生する1今回の基本指針に改善策を明記するょうに求める:
・IT炎対策基本法 府llll第■条 a■基マ|1詳 F変暑びけダ

～

の轟者|IⅢ I黎:び生
活の現状を早急に調査し:庁硬変1肝が

～
患者が輝りな医療を彙:けることがt・きる

. よう●

"硬

変=ETがん事者:F係る経済的:な阜担を軽減するた.ああ施策を―検討する
=とを萌‐

“

する:   
‐  . :   ::        ‐     ・

れ以外み議雰たらltは ″3歯会議を占
=裏

員攣出済あ亀基島‐ふ藉計高
にち1いて?1章 1暴:1を播

"す

ぅ。111‐ |  ‐        ‐ ‐  |: ・
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指針案取りまとめに対する意見

平成22年 9月 1日
肝炎対策推進協議会 委員

木村 ,伸■

1、  現状対策の間‐題‐点を踏まえ―た議論がなされないまま指針案

を提示する事に対して

2、  事務局提案の指針案について

3、  指針案取りまとめ後について

, 1、  指針案を作成するに当たつてはウイルス肝炎をめぐる現状、これまでの
肝炎対策の問題点を把握することが

″絶対不可欠"です6

その上で現状問題点を解決するための議論をし、今後の対策を進めるためめ

指針を決めなければならないと考えます:

しかしこれまで事務局からの問題点Iの1明確な提示も無く、患者が現状と問題

点を説明する時間も充分に取られてきませんでした。  .
前回第3回会議の中で明らかになった様|=、 現状すら理解できていない委員

が多いのではないかと思われますo

協議会での具体的議論も無いこのような段階で、基本指針案が決定するとい

うことは到底納得しがたい事です。|

2、  事務局より'提示された指夕十案内容l■その殆どが現在行われている対策を
掲げていると思われ、その様な内容では現状と何ら変わらずょり良い対策

となるとは考え難い。

それではこの協議会が設置された意味、役割も無いに等しいと思われ、こ

の事からも指針案取りまとめに関して議論の必要がなお有ると考える
`'

木村委員-1

5:7



木村委員二211

3、  指針案取りまと|め1後、本協議会において具体的IF自等に関しその議語、
章見聴取を行ぃ、指針‐案に沿った言昇及び不足と思われた事墳が有ればそ
れら意見を取りまとめt協議会がらの指針策定に際しての意見として大壼
へ提出が必要と考える。  |

以上指針案‐取りまとめに対する私の意見です。

指針案に対しての意見|、 要望ぼ男1途提出致します。
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木村委員■ 3‐ 1

平成22年 9月 1日

基本指金ヤ案についての意見書

肝炎対策推進協議会

木 村‐伸 一

○はじめに ,            ‐ 一 ‐   .     .
第二回肝炎対策推準協議会において―厚生労働省|から提出された「肝炎対策の,

管洵FTll籠11写幌告す請ム群翼聰奮稚進覇菫底纏翼深奪fガ葉皇量詈算
うことが必要であると考えます。   |
この度t肝炎対策推進室より、平成22年 9月 1日までた上記指針 (案 )ilこ対
する意見等を提出するよう求められました。この期限は一方的に示されたもの

であり、上記指針`(案)について十分に検討する時間も与えられていないこと

から、この意見提出期限をそのまま受け入れるものではありませんが、本日ま

でに検討を行つた以下の点につき、1意見を述べます。

○指針 (案)第 8(2)について
指針 (案)第 8の (2)には、以下の記載があります。

「とりわけ、近年我が国における感染事例の報告がある急性B型肝炎 (ジ手ノ
タイプA)は、従来のタイプに比し性行為||よ り感染が慢性化することが多い
とされているため(HIV等 と同じく性感染症としての認識を促し、予防策を
講じる必要‐があることについて普及啓発を推進する。」 :|         ‐

この記載は、「性行為により感染が慢性化する」どャ`う記述が、ゎた力)ヽ感染
経路の違いによりB型肝炎の慢性化 (ないしは遷延化)の確率に違いが生じる
かのような記載である点で著しく不正確ですしヽ 母子感染ないしは幼少期の予

防接種・治療行為による注射器の使い回ぃ 輸血等||よ り感染したB型慢性肝
炎患者に対する偏見を助長する記載と言わぎるを得,ません:|    ‐
B型肝炎患者t HIV患者及びその他の性感染症患者会の配慮に欠けている事。
また、仮に、成本後のジエノタイプA(d)への感染経路として、他のジエ
ノタイプより性行為感染という経路が多いというデ■夕があるとしてもtこれ

を「性感染症としての認‐識を促し、普及啓発を―推進する」とぃう「対策」で済
まそうとするのは著しく不十分であり、やはりt偏見め1助長につながるだけで
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本村委員‐④‐|

あると考えます:・    ||‐       ■
本来 とるがき対策としては(全乳妨児へのIB型庁炎ラー″チン1投与 (univё rsal
vaOcination)がもらとも重要視されるべさで

'あ
iリー、wHoも これを力|三由に轟

く推奨しています。
1世
界ではチーでに

-150カ

国然上行われているこの対策が、日
本では未だ行われずt指針案にも盛り洛まれていないことは、指針 (案)と し
て著しく木十分でぁると考えますι ‐

○ 指針案前文について   |

指針案前文の『 ■肝炎対策基本法 (平成21年|■律第9ケ 号)前文の越旨にか
んがみ 』‐とあるが■具体的文言を明記すべきである。

以  :上

.00



熊田委1員―①

第 3白肝炎1対策推進協議会においても発言いたしましたがtあら―ゆる要望を載
せることは簡単でも、実際に実行はながなか難しぃと思いますし

実際に患者さん及び医師が前向きに可能なことは、より良い診断と―より良い治     :
療だと思います。その為には、新しい診断法、例え:ばIBVゲノタ|イプや、新し  '|
い治療法、特に日本は肝癌が既に高齢で多発しているこ―とから、インタ‐,フ ェ    ‐ ‐
ロンでも―治らない患者さんは多数おられます。

こうした人たちに(せめて癌ができでも再発予防:の1率Hllが早く世に申れば、少     |
しでも肝癌での死亡患者さんは減ると思われます。

|  
■

実際に現在既に申請してあるブ1環式レチノイドについては、統計学的には医師  ‐
41111の意見とPMDAが大きく異なつております,すなわち,暉 m‐FInlllま、治験の結琴

｀
   .:

はあきらかにレチノイド6001ng群は優位に発癌を抑制しているとデ‐夕と認識     ‐
しております。しかし実際には、PMDAと は意見が異なり、再治1験といわれて
もそれを行 うには 4、 5年後となりますι l       ・

以上のことから、昭和35年の業事法のみではなく、今の日本の肝癌発生の状況   ‐
から考えると、早期に学会の要望あるいは患者さんべのニーズを考慮しながら
薬事法に法った審査が,必要であると思われます:  ‐
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武田委員7①

差出入:

岬 日時1      1 201o年 8月 20日日暇●2131
宛先 :

件名 : 臨亀籠il:戴簿築≧本嘉針熱:対与::意見・[1皇に二い1
:西塔様  | 11     ‐ 1        1
何時oお世話になります           1  1               1

1面で基本靖針が決走すること自体t形式的tl身あなぃ指許たと忠われます。     |
財痺の事||る

`:は

轟ぃ|すが、委員の皆様の意見もろく11こ問いてしヽなしヽ状態そ l
lは納得ですません: 

‐ _
紙面止やメ‐|,Ⅲりヽ pFは|く、季申 |のいる場所で牟早,議をお問きし■ぃと思しヽ姜す。
1武由・せぃ手 ||       |   .    ■|  l         l
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龍岡委1員■ 1

肝炎対策の推進に関する基本的な指針 (案)に |つ しヽて ―‐
´    22:9。 1青E岡 資 .晃

ュ 各委員の
'ご
意見、専門家のプレゼンテーションを拝聴し、改めて医療等

の面での組織的かつ効果的な、現実的な対策の必要性を認1識し、肝炎対策推進

の基本的な指針の策定には、国家及び1地方公共団体の視点に、患者,家族の視点、

医療等:関係者の視点、そして、広く国ヽ的操点から,検討が1必要で|る ことを
強く感じています。          1  年    | 、    :
この対策の推進には、.医療面の対策が肝要であること.はいうまでもないこと

ですが、私は、その推進・実現のため11も、出者lll係者にllnらず、広く国民■
j投に、肝炎に対するIしい知識ヽの普及啓発が極めて重要であると考えます。

このlil点を中心に、若千の点にっいて述べさせていただきます。     :
2 肝炎患者等に対する偏几・差別の問題について        |
(1)肝炎患者等に対する偏見1差別1の問題も、肝炎自体にういての正確な

力1識の欠乏に起因するものが多いのではないかと昼ォつれます。そうで―あるとす

るならば、正確な知識の普及啓発は、|の間鯛の解消人の重要な弊となり、1本

きな意義があると思います:      l  i    ‐

(2)こ の点は:、 指針案の第■の(2)に盛り込まれていますが、表題を [肝炎

に関する正しい知1識の更なる普及啓発Jと 明確にし、医療面での本来的な対策

とそれに関連する諸施策を支える重要な柱として:この指針でも強調されるベ

きであると考えます:           ‐
(3)差別1偏見に関してはt具1体的事Jllを集積してtプライバ

′
ジ,に配慮

した形で、一定期間ごとに公表すべきであるとの意見がありましたがt一っの

方策であるょうに思われます:

具体的事例の集積と、例えば肝炎に対する誤解から:生 じたものであるなど原

因を分析し、これに対する対応策が示されるならば、'偏兄や差別などの間1題1状

況の解消に役立つとともにt‐般的な耳しい知識の普及啓発にも寄与するもの

と思われます。   1  ■‐
.(4)差別偏見から不当な取扱いや処遇を受け、あるいは精神的な損害を受
けるなどした場合には、いわゆる薬害訴訟等のように、最終的には、裁判所に
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聾甲琴早
=711

‐1警青吉本める|キ ||な
ると昼|■事すがヽ裁判外でも

'第

二者的な公正な機蘭
:■ にようて、調停等の手続で、1解1決するこ―.|ができるよ,にするこ

―と―も、考えら
■るよlク 11椰いま|す。llT条に関する、?|1管イ|した警蘭ヽ 考えりれますか:ス

|‐ 1[「彗FF'11ビ1111111111,“すサT,1や|||■
‐●:|1肝|:71ィル1検査キィンイ́ シヽこのFn5題|に―らぃて1  1 `■ 1 1 ■

属撃線::霜施こII菫」オ
あう.|,指摘がありました。その大きな

辱甲|の|つ■イラィ́`シ■の侵|に対すo不安、不信にあることがうがか:られ
●ます。′  |||:    |,■.li            l1 1
(2).肝茨レィルス:検査は人の生命||も

.関わる問題であるとの指摘があち
ましたが、この1問題とプライバシ■の間産をぃなに考えるか:趣‐重の判ulFは首
ず1明 らかであるとも―いえる.■面、人の置かれている状況等によつて様々 な考|
‐え方があり得る.と ■ろであり、|その調和ホをどこに求めるか難しい問題であ―る
|と思ぃます:‐ |,‐     ■11■ ‐|     :
(3):肝炎ウィルス検査の受験率を高めていくためには、組織的な体制

1の
|

1構築.が重要であるこ―とはぃうまでもなぃ1思`いますが、これを支え、組織体市i
が実効的|に機能するためには11検査に伴,ィライバシ‐に関する懸念・不安や|
不信を解消しでャ‐、く,こ とが必須不可久であぅと考えます。例えばt7pラ斗

'(↓

:

響押し、どの‐相齢され
議博8省:::二讐11:I,I:まど.す傘説明すo?鮮、つろ

～
(Ⅲ叩1姜用

|す:)|1本く国1民■般|1広報し周痴tそい、/こ |が考えられ、|?本は■指針||
|おいて|もう少し韓調き|れてもよいと思‐います。           ||‐ ||

|.(01既11庁炎ウィノンス検査結果‐の報告めなり方や検査結果を的権な治恭
等に紫げるた.めの適

=|な
活用方法‐等にっ|｀て関係機1由等たお|チ :る

:カ
ンドライーシー
‐

‐が本走ぎ||||、 かなら実効

“

|1方秦

"ヾ

講|られ|‐きそtヽる1,そ
―
す:|、 1念

ずしヽ 全国的総合的な取組み■な0(LIぅ、ぁるように思われます:この方策 :

を充実、発暴さ:せるこ:とも考えられるべ:き :ではなぃかと思しヽます。  ■ ::‐
‐‐1自暴1般が晏心しそ月1炎ウ|ルス裏査を1撃林できる.よ うな体Hljt豪境―を構築|

2
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龍岡委員■③ l

するためには、既に作成されているプライバシ■についても1配慮̀したガイドラ

インやマニ三アルなども集約して、′より総
.合
的:な
―
ガイドラインやマニユアクンを

策定1作成し、魯者等や医療関係者等|1限|らず広く国民■般に周知|し、|の面で

の
｀
理解を促進することも必要であると思います::| 

´
■  |

(3)肝炎自体のみならずプライバシニ保護に関|する正確な知識の普及啓
発は、プライバシーについての不:安などから、1検査を回避し、治療も国避する

ような社会的状況を根本的に解消してV‐ くヽ,上
'そ夫きな力:となり|.IT炎対策推進

法の趣旨・目的の実現に向けて本いに,寄与していくもあと信じます:   :
(6)このような考え方が現実的で有効な方策で―あ―ると1響:解 |■るたoll
も、肝炎に対する正確な知識、医療の現林と将本に対する正確な知識の普及啓

発が極|めて重要であり、この点を指針により明確な形で構り漆むことが望まし

いと思われます。          :
.以上に関連して付言しますとt知識の普及啓1発は■国、地方公共団1体、医療

機関のみならず、新聞テレビなどのメデイアの理解と幅広い協力が求められる

ほか、若い世代から学校等における教育にも取り入れ:られるべきであると思い

ます。           .    ‐

31
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南部委員一① l '

iF「 ‐‐観覇蠍[針11=:二:[1せょ五|
‐
肝炎対策推準室様        ‐ |
IE~同市東保凛所の南部由美字です。     ■||      | ■        .

1製月警賞警逗:ご専措喜‐菫夕FIIど
― _ |‐ :

| | |1         1   . . |            ‐                            ‐て
|‐ 1雪

'2雪

質:言響差警[笙奮潟署暮斌昔筆雛 13:ス ,キ患:まで11:三 二
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松岡委員■ 1

厚生労働省 健康局 疾病対策課
肝炎対策推進室 肝炎対策指導係 西 塔 哲 様

/  指針 (案)に対する意見
2010.8:31.
‐
松岡1貞江

協議会で言い足りな/J・ったこともありt:意見提出の機会を作っていただきt喜んでいます。

全体としては具体性がない、基本指針ができてこう変ゎるというイメージが明1確でなtヽ。

指夕11の組み立て方として、肝炎対策基本法の示す9項目に沿うことはわかるが、

① ‐第1;のなかに (1)から (6う までのJ賃目を立てる必要があるか、(1)だけでよい
と思う。

② 第2から第9ま での各項日||(1)今後の取り組み―の方夕1・について ;と (2)今後取り
組みが必要な事項にっぃて ,と分けてある。すでに実施中のことを推進する。継続する

という記載をする必要があるのか。それを (1)現状と課題として、(2)はより具体
的に今後の目標を明確にしてほしい。         、

患者の治療支援にういて、財政問題を言われるが、肝炎忠者はこれまでの対策ですでにピ
ニクを越えているのではないか。今後 10年もすれば費用は半分で済むようになる、今苦
しんでいる人に焦点を当ててはしい。

また地域の特性に応じた・・というが、現に東京・北海道など、自治体独自で支援できてい

るところと、そうでないところで、患者の治療Jlt境が大きく違ラ91進んだ取り組みを国と

して取り入れて地域問格差がないようにしてはしい6

細かいところは手書き修正意見を送ります。  | ‐      ‐

以上
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■  .‐  ‐ 平成00年00月 00日
.:日次               ‐ヽ  ‐       l

"1 1肝
贅,予防及び肝贅医療あ機通のこ本的な方向

(1'暮本的な考え方

1聾慶議幾1轟血贔

1   11  ‐       ‐  ‐´ ‐.:蒔
|     ‐     ‐ ‐  ■   1画

[整螂事■1繰轟毒燃| ‖

ふ
l‐がじ

蛋HI≒精秦ヽの議 ,商い離 たわ六

“

ソ1毎
`い

|、
´

OⅢ最 ibキー品 義 極 :轟感 轟 が
まま
lなf″

“

セr炎晏看守及びそo家族の多くⅢlタィンィスt軒査が肝硬贅ゃFがん

肝炎対策の推進年関する基本的な指針 ω

-1-

■2-



を本人が把握するためOF炎ウイルス検蓋については、建
織な真着主体にぉぃて実施されていることや、プラノバシ

ていう場合がある|“す●ら:当蒙横査の受検状況
の実簿

る●1また、肝炎ウイルス検壺未受検者やt受検しているが

'ヽ

なt｀暑等:ぃまだ感彙の事実を2Htしモitなぃ肝炎患暑

=゛

れる.   ‐
EO方針に基づき、通切な肝炎ウイルネ検奎あ―層の推達

おけうユ様結果あ正しぃ警|を促し、必要に応じ下|フな

である。

=く
とも■回lt肝大ウイルス検

=を
受けることが可能な.T

整備するこ                 |
かんがみtすべての日民i:、 少なくとも‐回は肝炎ウイル

必要であることにういて″薔及啓発を徹底することもに、

わ奨を行う。               ・
ウ 肝姜ウイルス検

=の
受検結果にらぃて、受検者書自が正しく認識できるよう。

161奨雲雹縫三実験劣息真庭翼19r亀霊憲;理:ξl,11'とがんとい:た重
腐な蒲態に進行する|このた|め、肝美のみならず、肝炎から進行したIT瞑変や肝が

:んを含めた肝炎E編の水準の向上等に向けて、肝淡に関する基礎、饉床、みび疫学

研究等を総合的に推進す /●必要がある。

また:肝炎患者
=の
負担軽減額 するよう:肝笑対策を緯台的に推進するための

1寛鵞驚1群∬雪ひ:

√議電:震離雷難雅懲雲範I蹂きし鯰夏E緊撮I
:性の付着する器具あ共有、性行為等、感染の危5ttゐ|る行為に興味を抱くように

なる午ftに対し,1た :肝炎I■っいての正しい知
=■
理解を深めうため、集ャ崎な

つ

効果的な取組が必要である: |  |     ■

‐ ll″ヒ`う′'=

拌査前■び検査結果通コ■におぃて|、 F炎の需t年に関する正しい知撃について

の情颯提供を徹底する.

工 肝災医療に養わる者が:最新の肝炎検査に闘す0知ユを修構することは、通切
な治擦方針の決定や、思者｀の適薇な競鴨を行う上で非■に重要である。このた

め、肝炎匿衰に構わる著に対する研修,篠会を確保する必要がある。

崚

LIτ奪雲:聖雲警習電li:植1」 、現状の息 を離 するととti■ 新た計
記について取り組む必要がある。        ・
ア ロは、現行の「特定感染壼検

=等
事業J:及び「健康増進事業J:こおいて行つ

ている肝失ウイルス検壼11ういて、実施主体である埠方公共団体に対し、検査

実施とその体制菫犠を働き力Jける。

イ ロIt、 1肝炎ウイィレス検童の実施■ついて、実施主体で|る地方公共甲年に対

と羅 :露懲鑑 蹴 雪l讃蹴 鱗

|:轟itti鷺種ti錢畿職摯;I:
オ
ご:景YT童霊量11:雲曇:[1穏蒸距:「:喜脇   〔精|

■,働きかけを行う
=    
■ 1    1‐  |  |   ‐

IF臭属塁L撃町管鍔警 鶴絶鰐務皐糊
中期計青にまづき、拠点病院等機章的立■にある饉壼従事者に対しく最麟の知

|■を踏まえだ府炎検査をmlf炎医療に関する研彗が行われるよう指示する.

第4 肝炎E薇を提供する体鵬0●I■|す0事項‐ |     |
(1)今後0取組の方針11うし、で

「| _     ‐

たI賃凛島管童息       蹴 雷ユむ苦通ξ｀
が指摘されているこ      :           | ‐ ヽ
. 
こあため、十記の方針に基らき

=癖
炎患者もあ早動かつヨ切な治療を重に持進して

いく必要があろ・       
‐

蒔
コ
珈
脚

ｌ
ω
　
一

。(1)今後o取錮の方針にっぃ、

-3- ■4‐
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薬事法 (昭和35年法絆第 115号)の規定による製造照元の承認に買するよう、

治験及び陣床研究の活性化の政組を推進する.   ‐

ウ 肝炎E豪のための医薬品を含めな 特に必要性が西い匡薬品及tFE療機器が逮
やかに医療現場に導入されるために、書童の迅速化等の必要な措置を講じる。

(2)今後取組が必要な事項について
ア ロは、肝炎等のE療水準の向上等に資する、癖炎医療,ためのE薬品,開予等
に係ら研究を提 する。.

イ ロli、 肝炎医療のための医薬品を含めた医薬品開発さに係ろ治験や臨床研究を
3:き続き推進する。

ウ ロは、肝失医療に係ろ新薬、新匡療機慕与については、優れた製品を迅速に匿
療の■場に提供できるキう、有効佳や安全性に関する書査体制

の充冥強化等を回

るなど承認箸査の楓糠化や質の向上に向けた取組を推進していく。

工 国fキ、肝本医療■係るE薬品,,う ち 欧ヽ結 国で承認等されていうが国内で
未承IBの E軍晏等であうて、医療上必要性が■|ヽと認められるものについては、

関係企業に治験実施等の開発
=締
の取組を,Iき焼き行う: t

第31肝■に目する書発及JmmO● 2菫びに肝4● ●の人権め尊重に出すo事項
(1)今後の取組の方針について                       ,
肝炎に係る正しぃ轟洩こらぃては、多く■口民:|十分■

=遺
していないと考えられ

るたり、下記0方針,こ基づき |ヽリ ー層●警琴啓発及V情報提供をi■める.必要がある.
:ア 肝表ウ4・ルス検査の受検を促連し、また、肝表ウイルスの新たな感染を予防
するため、すべての国島における、肝夜の予防:病篠及び治療に係る正しい理

督が輩むよ,十及啓発及び情颯提供を推進するこ   |  ■  |
イ 早期かつ適切な治療を促すた0.肝炎患看等,1肝炎の病態及び治療に係1正し

,常鑑覇晨雫』麓講麒聾麗鴛Tl当二1:ぉぃてふt.|

1書筵li麟:1',芋≒琴手・
く2｀ 今後漱薇が必要な事項:tついて   '
上記の方針を実現するためt ilき籍き、ヨ状の取組を推進する1と もに、訴た|こ下

記の事項について取り組む必要がある。     |            ‐
テ 由は1平成22年 5月 のWHO議会において、世界肝炎デーの実施力i決議され
たことを踏まえ.財日法人ウイルス肝炎研究財団め実施する

'肝
露週商Jにぉ

tヽて、集中的な軒炎の普及啓発を行う。
i    :

と,わけ:近年我が日における感染事旬の報告がある急性B型肝炎 (ジェノ

I :`ケギ:,「1の F`子
に
,ri:liiξ3〕書lうltili薫:猟

ときれているため、HlV書と同じく:性感染症としての認識を促し、予

"策

を

議じる必要があることについて普及啓発を推進する|

イ コは、許炎患者等ヽあ受療勧奨活動として、医療保険者、医師その他の医療徒
事者の団体t産業保健に従事する者の団体、事業主口体等の協力を得て、肝炎

の痛態、知識や肝炎匡素に係ろ確制度についてt善及啓発活動及び情韓提供を

推進する。

ウ 日は.肝炎患者等や医師■のこ療従事者:産業保健に従事する者、事業主等の
関係著に向けて、各々の立場で必要な情報を重理し、肝表の病態や治療方法、

予防のために必要な事項についての分かりやすいリーフレット年を作成し、情

報提供する
`工 国は、地域における医療機関において、籠共に係るlmt提供が週切になされる

よう、肝炎情報センタ‐における情報提供確能を発案させるよう要請する。

オ 都道府県は、拠点病院つ相談センターを自知するための普及啓発活動を推進す
● ●

力 国は(事業主が肝炎ウイルス横査を実施する場合の検
=結
果η取薇いに,いて

プライパシァに記ごした瀬正1通知と検薇議果の取扱いについて破めて周知す

る。

11,慕1露輩慧:驚露議胤 轟鳥1羹
0■後の最籠●方針に■ttt  

 ` ｀       |
ア 藤奥尋者寄やその家族ホ.府炎と向き合いながら治環を含む生活あ質あ向上

‐  に取り組めるよう、相談支援体制の充実を回り、精神面であサポ■ド体制を強

才γ藤見L二年よ薫暮理
=撃
裏tt二けた場基、肝臭証 人■人の人継」二

重し、不合理な重扱いを解消するためt適切な滝ヽ を維じることができう体制

.づくりを進ゅる: |            |

19 fl冒雰諄讐箕霊軍冒礎鷲I桑晨
=‐

、轟の轟を連す:Litiよ新え

イの霧塁糞寝P質筆鼻翼言二:雪努菫理露[手色露誓菫83贅竃露縫喜暮
ノ昌風i轟真課軍聟臨轟の轟ぁ為こ
;いLi鴛継茸認蹴驚席蹴ふ曇とす。|二lぁ
:ェ

い
品 II壇語翼質:割〕:冗菫碁君』鷹壼L相颯奪口|五:を図
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宮下委員 -1

肝炎対策の推進に関する基本的な指針 (案 )修工箇所   
｀

【3ベージ1                     ‐

第3 肝炎検査の実施体静l及び検査1ヒカの向上に関する・n4「項           ‐     ‐

(1)今後の取組の方針について       :
1行 日 健康保瞼組合や事業二年の多様な～ ゴ `療保険者や事業主め多様な～ へ修正  , 、

【4ベージ】

(2)今後取組が必要な事項につい′て

ウ、国は、多様な検査機会の確保を目的として、卜養堡1陰者や十業二が労働安全衛生法 (昭和‐47年法律

第 57号 )に基づ く健雄診断の機会をとらえて:史:れす
iろ

1肝炎ウイルス検査1こつtヽ ては、継続して実施

されるよう働きかけを行うbあ、わせて、事業三が実施ナろ
'サ
合の検査結果の1え薇いについて、プラ

イバシーに配施 した適工な通知と結果の取扱いについて改めて周知する。      |   `

→ 国は、そ様な検査機会の確保を目的としてv広療保険者が行う拠冽:診査 (健 Jこ保険法第 150条 )や
事業主等が行う健ネ診断 (労働安

/.N術 生規11第 14‐条)の機会をとらえて矢施する月十炎ウイルス検査
については、継続し

`実

施されるようψきかけを行う。ゎゎせtt医 療保険者や事業主が■施する
場合の検査結果の11扱 いについて、―プライ六シ‐に配地 した迪二な通‐知と

―
結果の111及いについそ議

めて周タロする。               .

:5ぺ ∵ジ】

(1)今 後の取組の方針について

イ 地域保健や産業保健に 1カ わる者を合めた関係者の連 lll～     : ‐

⇒ 地域保健や職4・ 産業保健に携わる者を合めた関係者の逹場

ウ 肝炎恙者等が、労働‐と継統的な吹療を両立させることができる環境|づ くりに向けて、
`|き

続き、事

業主、職成・産業保健関係者、労働組合をはじあとしたlnl.係 者あ協力を
1待

られるよう、

“

署t4・働き

かけをイテう。                                   ′

(2)今後4R組 が必要 f4・事項にっぃて

ア 国は、地域保健や職域・産業保健に従事する者が肝奥準者等へ提供するために必要な情報にフいて
整理し、分かりやすく効果的に提供するた,あの1情報ツールを作成する。            ヽ

工 国は、肝炎医療費助成制度、高額療養費制度、傷痛手当全みび障害年全等の肝炎医療に関係する既
存の制度について、分かりやすくまとめた:り ■フレット等を作成し、F炎の治書を進める際に医療

:機関や肝疾鳥相談センター等における活用を1性準する●,    ‐     ,   ‐
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【8ページ】       | | |‐ . :

箸8F人 に関する啓発及び
～
識の普及並び|「肝炎患.者等の人権の専重に関する事項

て2)今後象組が必要な事項にらいて
ウ 国は、計炎恙者等や医師等の医療従事者、職成・産業保健に従事する者、事業主等の関係者に向け
‐■て、各々の立場で必要な1音響1整理し、肝炎あ病態や治療方法、予防のために必義な事項にらt、て
の分かりやすいリーフレ、ット等を―作成し、情報提供する。              |  ‐ _

カ ロはt「療堡険者や■本‐二がけ炎ウイ′レス検奎を寒施する場合の検査結果の車薇ヽ`について、プラ
イパ_シ ニに配慮した迪.工 な通知と検査結果の取扱ヽヽ||うぃて改めて周知する。     | | ~‐
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資料 5

社会 ,援護局障害保健福祉部

肝曖機能障害に杯る陣胃認定状況に関する調査について    ‐

0 肝辞機能障害の障害認定の実施状況を把握するため、身体障害者手帳
の交付事務の実施主体である自治体に対して、16月 8‐日付けで調査を

依頼。     |            _

O 調査結果については、年内にとりまとめ公表する予定:

(参考)調査内容                |      
′

以下の事項について把握

①肝臓機能障害の認1定状況 (申請件数、交:付件数、却下件数等)

②申請却下となつた理由
‐

③肝臓1機能障害の指定‐医に対する認定1基準に関する研修会
‐又は説明

会の実施状況       ‐
④肝臓機能障害の認定基準に対する指定医からの意見

五






